
○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援   

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年3月1日老企第36号 厚生省老人保健福祉局企画課長通   
知）  

改  正  改  正  後  

第一 届出手続の運用  

1 届出の受理  
（1）届出書類の受取り  

指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サービス種  

頸ごとの一件書額の提出を受けること（ただし、同一の敷地内において  

複数種類のサービス事業を行うときは一一括提出も可とする。）。  

（2）要件審査  

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を  
求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週間以内を標準  

とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の補正に要する時間は  

除く。）。  
（3）届出の受理  

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない  

場合は、不受理として一件書類を返戻すること。  

（4）国保連合会等への通知  

届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体連合会   

（以下「国保連合会」という。）に通知すること。  

（5）届出に係る加算等の算定の開始時期  

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）   

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業   

者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月十五目以前になさ   

れた場合には翌月から、十六日以降になされた場合には翌々月から、算  

定を開始するものとすること。  

ただし、平成土△生四月から算定を開始する加算等の届出については、   

前記にかかわらず、同年三月二十五目以前になされていれば足りるもの  

とする。  

2 届出事項の公開   

届出事項については都道府県において閲覧に供するほか、事業者におい   

ても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになること。  

3 届出事項に係る事後調査の実施  

第一 届出手続の運用  

1 届出の受理  

（1）届出書類の受取り  

指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、サービス種  

類ごとの一件書類の提出を受けること（ただし、同一の敷地内において  

複数種類のサービス事業を行うときは一括提出も可とする。）。  

（2）要件審査  

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を  
求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週間以内を標準  

とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の補正に要する時間は  

除く。）。  
（3）届出の受理  

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない   

場合は、不受理として一件書類を返戻すること。  
（4）国保連合会等への通知  

届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険団体連合会   

（以下「国保連合会」という。）に通知すること。  

（5）届出に係る加算等の算定の開始時期  

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）   

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業   
者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月十五日以前になさ   

れた場合には翌月から、十六日以降になされた場合には翌々月から、算  

定を開始するものとすること。  

ただし、平成三土二年凶月から算定を開始する加算等の届出について   

は、前記にかかわらず、同年三月二十五日以前になされていれば足りる  
ものとする。  

2 届出事項の公開   

届出事項については都道府県において閲覧に供するほか、事業者におい   

ても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになること。  

3 届出事項に係る事後調査の実施  
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届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調   

査を行うこと。  

4 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届   

出の取扱い   

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判  

明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の  

取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届出はなかったこと  
になるため、加算については、当該加算全体が無効となるものであるこ  

と。当該届出に関してそれまで受領していた介護給付費は不当利得にな  

るので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした  

指定事業者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返  

し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。   

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは  
当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合敦していないことが  

判明した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得にな  

るので返還措置を講ずること。  

5 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い  

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は   

加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出   

させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実   
が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に   

おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求   

となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずるこ   

とになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処   

すること。  

6 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還  

4又は5により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業所にお   

いては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費に係る   

利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に返還金   

に係る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては利用者   

等から受領書を受け取り、施設において保存しておくこと。  

第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費ま   

で及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項  

1 通則  

（1）算定上における端数処理について   

届出事項につし予ては、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調   

査を行うこと。  

4 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届   

出の取扱い   

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判  

明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の  

取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届出はなかったこと  

になるため、加算については、当該加算全体が無効となるものであるこ  
と。当該届出に関してそれまで受領していた介護給付費は不当利得にな  

るので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした  

指定事業者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返  

し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。  

（∋ また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは  
当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合敦していないことが  

判明した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得にな  

るので返還措置を講ずること。  

5 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い  

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は   

加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出   

させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実   
が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に   
おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求   
となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずるこ   

とになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処   

すること。  

6 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還  

4又は5により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業所にお   

いては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費に係る   

利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に返還金   

に係る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては利用者   
等から受領書を受け取り、施設において保存しておくこと。  

第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から適所リハビリテーション費ま   

で及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項  

1 通則  
（1）算定上における端数処理について  
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① 単位数算定の際の端数処理  

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何ら  

かの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理  
（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合  

を乗じていく計算になる。   

（例） （略）  

② 金額換算の際の端数処理  

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小数点  

以下）の端数については「切り捨て」とする。   

（例） （略）  

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー   

ドとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数   

（整数値）である。  

（2）サービス種類相互の算定関係について  

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地   

域密着型特定施設入居者生活介護を受けている者については、その他の   

指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅   

療養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、特定   
施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要があ  

る場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の  

居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えな   

いものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受   

けている者については、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪   

問リハビリテ ーション費、適所介護費及び通所リイ、どリテーション費並   

びに夜間対応型訪問介護費、認知症対応型通所介護費及び小規模多機能   

型居宅介護費は算定しないものであること。  

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サ㌣ビスを利用した場合は、   

訪問サービスの所定単位数は算定できない。たとえば、利用者が適所サ   

ービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行う   

ことについては、訪問介護の生活援助として行う場合は、本人の安否確   

認・健康チェック等も合わせて行うべきものであることから、訪問介護   

① 単位数算定の際の端数処理  

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何ら  

かの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理  
（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合  

を乗じていく計算になる。   

（例） （略）  

② 金額換算の際の端数処理  

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小数点  

以下）の端数については「切り捨て」とする。   

（例） （略）  

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー   

ドとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数   

（整数値）である。  

（2）サービス種類相互の算定関係について  

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地   

域密着型特定施設入居者生活介護を受けている者については、その他の   

指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅   

療養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、特定   
施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要があ  

る場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の  
居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えな   

いものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受   

けている者については、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪   

問リハビリテ ーション費、適所介護費及び適所リハビリテーション費並   

びに夜間対応型訪問介護費、認知症対応型適所介護費及び小規模多機能   

型居宅介護費は算定しないものであること。  

また、同一時間帯に適所サービスと訪問サービスを利用した場合は、   

訪問サービスの所定単位数は算定できない。たとえば、利用者が通所サ   

ービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行う   

ことについては、訪問介護の生活援助として行う場合は、本人の安否確   

認・健康チェック等も合わせて行うべきものであることから、訪問介護  
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（生活援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない。  

なお、福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期入所療   

養介護を受けている者についても算定が可能であること。  

（3）施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について  

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又は短期   

入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問看護   

費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリ   

テーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定   

できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリ   

テーションを行えることから、退所（退院日）に適所介護サービスを機   

械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。  

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪   

問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護   

又は通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった居宅サービ   

ス計画は適正でない。  

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しく′は経過的企   

護療養型医療施設の試行的退所を行ってい冬場合には、外泊時又は試行   

的退所時に居宅サービスは算定できない。  

（4）同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いにつ   

いて  

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則   

とする。ただし、訪問介護と訪問者護、又は訪問介護と訪問リハビリテ   
ーションを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身   

の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のため   

に必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそ   

れぞれの所定単位数が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介   

助をする場合に、適切なアセスメント（利用者について、その有する能   

力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境   

等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自   

立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課   

題を把握することをいう。以下同じ。）を通じて、利用者の心身の状況   
や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要である   

と判断され、三○分以上一時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）   

と訪問看護（指定訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用し   

た場合、訪問介護については四○二単位、訪問着護については八三○単  

（生活援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない。  

なお、福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期入所療   

養介護を受けている者についても算定が可能であること。  

（3）施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について  

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又は短期   

入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問看護   

費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び適所リハビリ   

テーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定   

できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリ   

テーションを行えることから、退所（退院日）に通所介護サービスを機   

械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。  

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪   

問適所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に適所介護   

又は適所リハビリテーションを機械的に組み込むといった居宅サービ   

ス計画は適正でない。  

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設サービス費の試行   

的退所を算定した場合には、外泊時又は試行的退所皇墨壷時に居宅サー   

ビスは算定できない。  

（4）同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いにつ   

いて  

利用者は同一時間帯にひとつの訪簡サービスを利用することを原則   

とする。ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテ   
ーションを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身   

の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のため   

に必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそ   

れぞれの所定単位数が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介   

助をする場合に、適切なアセスメント（利用者について、その有する能   

力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境   

等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自   

立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課   

題を把握することをいう。以下同じ。）を通じて、利用者の心身の状況   
や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要である   

と判断され、三○分以上一時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）   

と訪問看護（指定訪問者護ステーションの場合）を同一時間帯に利用し   

た場合、訪問介護については四○二単位、訪問看護については八三○単  

ト■   
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位がそれぞれ算定されることとなる。  

（5）複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利   

用した場合の取扱いについて  

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置   

づける。例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に一00分間訪問し、夫   

に五○分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に五○分の訪問介護（身   

体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ四○二単位ずつ算   

定される。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を   

振り分けることとする。  

（6）訪問サービスの行われる利用者の居宅について  

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーションは、介   

護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条の定義上、要介護者の居   

宅において行われるものとされており、要介護者の居宅以外で行われる   

ものは算定できない。例えば、訪問介護の通院・外出介助については、   
利用者の居宅から乗降場までの移動、バス等の公共交通機関への乗降、   

移送中の気分の確認、（場合により）院内の移動等の介助などは要介護   

者の居宅以外で行われるが、これは居宅において行われる目的地（病院   

等）に行くための準備を含む一連のサービス行為とみなし得るためであ   

る。居宅以外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の   

移動等の介助などのサービス行為だけをもってして訪問介護として算   

定することはできない。   

位がそれぞれ算定されることとなる。  

（5）複数の要介護者がいる世帯において同山時間帯に訪問サービスを利   

用した場合の取扱いについて  

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置   

づける。例えば、要介護高齢者夫婦のみの世帯に一00分間訪問し、夫   

に五○分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に五○分の訪問介護（身   

体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ凶○二単位ずつ算   

定される。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を   

振り分けることとする。  

（6）訪問サービスの行われる利用者の居宅について  

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーションは、介   

護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条の定義上、要介護者の居   

宅において行われるものとされており、要介護者の居宅以外で行われる   

ものは算定できない。例えば、訪問介護の通院・外出介助については、   
利用者の居宅から乗降場までの移動、バス等の公共交通機関への乗降、   

移送中の気分の確認、（場合により）院内の移動等の介助などは要介護   

者の居宅以外で行われるが、これは居宅において行われる目的地（病院   

等）に行くための準備を含む一連のサービス行為とみなし得るためであ   

る。居宅以外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の   

移動等の介助などのサービス行為だけをもってして訪問介護として算   

定することはできない。  

（7）「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について   

① 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」  

の活用について」（平成五年十月二十六日厚生省老人保健福祉局長老  

健第一三五号）に規定する「認知症高齢者の日常生活自立度」（以下  

「日常生活自立度」という。）を用いる場合の日常生活自立度の決定  

に当たっては、医師の判定結果又は主治医意見書を用いるものとす  

る旦＿   

② ①の医師の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サー  

ビス計画又は各サービスのサービス計画に記載するものとする。ま  

た、主治医意見書とは、「要介護認定等の実施について」（平成十八  

年三月十七日厚生労働省老健局長通知老発○三一七00一）に基づ  
き、主治医が記載した同通知中「3 主治医の意見の聴取」に規定す  
る「主治医意見書」中「3．心身の状態に関する意見（1） 日常生  
活の自立度等について・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載  
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をいうものとする。なお、複数の医師の判定結果がある場合にあって  

は、最も新しい判定を用いるものとする。  

③朝倉（主治医意見書を用いることについて同意が  

得られていない場合を含む。）叫「要介護認定等の実施に  

ついて」㈱認定調  

査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票（基本調査）」9の  

「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いるものとする。  

2 訪問介護費  
（1）「身体介護」及び「生活援助」の意義について  

注2の「身体介護」とは、利用者の身体に直接接触して行う介助並び  

にこれを行うために必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活を  

営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助であり、一  

人の利用者に対して訪問介護員等が一対一で行うものをいう。（特別な  

事情により複数の利用者に対して行う場合は、一回の身体介護の所要時  

間を一回の利用者の人数で除した結果の利用者一人当たりの所要時間  

が（4）にいう要件を満たすこと。）その具体例としては、例えば、「食  

事介助」の場合には、食事摂取のための介助のみならず、そのための一  
連の行為（例：声かけ・説明→訪問介護員等自身の手洗等→利用者の手  

拭き、エプロンがけ等の準備→食事姿勢の確保→配膳→おかずをきざ  
む、つぶす等→摂食介助→食後安楽な姿勢に戻す→気分の確認→食べこ  

ぼしの処理→エプロン・タオルなどの後始末■下膳など）が該当するも  

のであり、具体的な運用にあたっては、利用者の自立支援に資する観点  
からサービスの実態を踏まえた取扱いとすること。（具体的な取扱いは  

「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成十二年  

三月十七日老計第一○号）を参照すること。）  

また、「利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介  

助及び専門的な援助」とは、利用者の日常生活動作能力などの向上のた  

めに利用者の日常生活動作を見守りながら行う手助けや介助に合わせ  

て行う専門的な相談助言を言うこと。  

注3の「生活援助」とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、  

洗濯、調理などの日常生活の援助とされたが、次のような行為は生活援  

助の内容に含まれないものであるので留意すること。（具体的な取扱い  

は「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成十二年十  

一月十六日老振第七六号）を参照すること。）  

① 商品の販売や農作業等生業の援助的な行為  

2一訪問介護費  

（1）「身体介護」及び「生活援助」の意義について  

注2の「身体介護」とは、利用者の身体に直接接触して行う介助並び  

にこれを行うために必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活を  

営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助であり、一  

人の利用者に対して訪問介護員等が一対一で行うものをいう。（特別な  

事情により複数の利用者に対して行う場合は、一回の身体介護の所要時  

間を一回の利用者の人数で除した結果の利用者一人当たりの所要時間  

が（4）にいう要件を満たすこと。）その具体例としては、例えば、「食  

事介助」の場合には、食事摂取のための介助のみならず、そのための一  

連の行為（例：声かけ・説明→訪問介護員等自身の手洗等→利用者の手  

拭き、エプロンがけ等の準備→食事姿勢の確保→配膳→おかずをきざ  
む、つぶす等→摂食介助→食後安楽な姿勢に戻す→気分の確認→食べこ  

ぼしの処理→エプロン・タオルなどの後始末・下膳など）が該当するも  

のであり、具体的な運用にあたっては、利用者の自立支援に資する観点  

からサービスの実態を踏まえた取扱いとすること。（具体的な取扱いは  

「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成十二年  

三月十七日老計第一一○号）を参照すること。）  

また、「利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介  

助及び専門的な援助」とは、利用者の日常生活動作能力などの向上のた  

めに利用者の日常生活動作を見守りながら行う手助けや介助に合わせ  

て行う専門的な相談助言を言うこと。  

注3の「生活援助」とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、  

洗濯、調理などの日常生活の援助とされたが、次のような行為は生活援  

助の内容に含まれないものであるので留意すること。（具体的な取扱い  

は「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」（平成十二年十  

一月十六日老振第七六号）を参照すること。）  

① 商品の販売や農作業等生業の援助的な行為  

l鰭   
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② 直接本人の援助に該当しない行為   

・主として家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であ  

ると判断される行為   

③ 日常生活の援助に該当しない行為   

・訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと  

判断される行為  

日常的に行われる家事の範囲を超える行為  

（2）訪問介護の区分  

訪問介護の区分については、身体介護が中心である場合（以下「身体   

介護中心型」という。）、生活援助が中心である場合（以下「生活援助   

中心型」という。）の二区分とされたが、これらの型の適用に当たって   

は、一回の訪問介護において「身体介護」と「生活援助」が混在するよ   

うな場合について、全体としていずれかの型の単位数を算定するのでは   

なく、「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に、三   

○分を一単位として、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定   

することとする（（3）に詳述）。この場合、身体介護のサービス行為の   

一連の流れを細かく区分しないよう留意すること。例えば、「食事介助」   

のサービス行為の一連の流れに配下膳が含まれている場合に、当該配下   

膳の行為だけをもってして「生活援助」の一つの単独行為として取り扱   

わない。  

いずれの型の単位数を算定するかを判断する際は、まず、身体介護に   

要する一般的な時間や内容からみて、身体介護を構成する個々の行為を   

① 比較的手間のかからない体位変換、移動介助、移乗介助、起床介助  

（寝床から起こす介助）、就寝介助（寝床に寝かす介助）等の「動作  

介護」   

② ある程度手間のかかる排泄介助、部分清拭、部分浴介助、整容介助、  

更衣介助等の「身の回り介護」   

③ さらに長い時間で手間のかかる食事介助、全身清拭、全身浴介助等  
の「生活介護」   

に大きく分類することとし、その上で、次の考え方を基本に、訪問介護   
事業者は、居宅サービス計画作成時点において、利用者が選択した居宅   

介護支援事業者と十分連携を図りながら、利用者のJL、身の状況、意向等   

を踏まえ、適切な型が適用されるよう留意するとともに、訪問介護計画   

の作成の際に、利用者又はその家族等への説明を十分に行い、その同意   

の上、いずれの型かを確定するものであること。   

② 直接本人の援助に該当しない行為   

・主として家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であ  

ると判断される行為   

③ 日常生活の援助に該当しない行為  

訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと  

判断される行為  

日常的に行われる家事の範囲を超える行為  

（2）訪問介護の区分  

訪問介護の区分については、身体介護が中心である場合（以下「身体   

介護中心型」という。）、生活援助が中心である場合（以下「生活援助   

中心型」という。）の二区分とされたが、これらの型の適用に当たって   

は、一回の訪問介護において「身体介護」と「生活援助」が混在するよ   

うな場合について、全体としていずれかの型の単位数を算定するのでは   

なく、「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に、三   

○分を一単位として、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定   

することとする（（3）に詳述）。この場合、身体介護のサー ビス行為の   

一連の流れを細かく区分しないよう留意すること。例えば、「食事介助」   

のサービス行為の一連の流れに配下膳が含まれている場合に、当該配下   

膳の行為だけをもってして「生活援助」の一つの単独行為として取り扱   

わない。  

いずれの型の単位数を算定するかを判断する際は、まず、身体介護に   

要する一般的な時間や内容からみて、身体介護を構成する個々の行為を   

① 比較的手間のかからない体位変換、移動介助、移乗介助、起床介助  

（寝床から起こす介助）、就寝介助（寝床に寝かす介助）等の「動作  

介護」   

② ある程度手間のかかる排泄介助、部分清拭、部分浴介助、整容介助、  

更衣介助等の「身の回り介護」   

③ さらに長い時間で手間のかかる食事介助、全身清拭、全身浴介助等  

の「生活介護」   

に大きく分類することとし、その上で、次の考え方を基本に、訪問介護   
事業者は、居宅サービス計画作成時点において、利用者が選択した居宅   

介護支援事業者と十分連携を図りながら、利用者の心身の状況、意向等   

を踏まえ、適切な型が適用されるよう留意するとともに、訪問介護計画   

の作成の際に、利用者又はその家族等への説明を十分に行い、その同意   

の上、いずれの型かを確定するものであること。  
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① 身体介護中心型の所定単位数が算定される場合  

・ 専ら身体介護を行う場合   

・主として「生活介護」や「身の回り介護」を行うとともに、これ  

に関連して若干の生活援助を行う場合  

（例）簡単な調理の後（五分程度）、食事介助を行う（五○分程度）  

場合（所要時間三○分以上一時間未満の身体介護中心型）。   

② 生活援助中心型の所定単位数が算定される場合   

・専ら生活援助を行う場合  

・生活援助に伴い若干の「動作介護」を行う場合  

（例）利用者の居室から居間までの移動介助を行った後（五分程度）、  

居室の掃除（五○分程度）を行う場合（所要時間三○分以上一  

時間未満の生活援助中心型）。  

なお、訪問介護の内容が単なる本人の安否確認や健康チェックで  

あり、それに伴い若干の身体介護又は生活援助を行う場合には、訪  

問介護費は算定できない。  

（3）一回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取   

扱い  

一回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行   

う必要がある場合は、居宅サービス計画や訪問介護計画の作成に当たっ   

て、適切なアセスメントにより、あらかじめ具体的なサービス内容を「身   

体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間で位置付   

けることとし、三○分を一単位として、「身体介護」と「生活援助」を   

組み合わせて算定することとする。なお、身体介護に生活援助を加算す   

る方式となるが、実際のサービスの提供は身体介護の後に引き続き生活   

援助を行う場合に限らない。一回の訪問介護の全体時間のうち身体介護   

に要する時間を合計して判断するため、例えば、生活援助の後に引き続   

き身体介護を行ってもよい。  

① 身体介護中心型の所定単位数が算定される場合  

・ 専ら身体介護を行う場合   

・主として「生活介護」や「身の回り介護」を行うとともに、これ  

に関連して若干の生活援助を行う場合  

（例）簡単な調理の後（五分程度）、食事介助を行う（五○分程度）  

場合（所要時間三○分以上一時間未満の身体介護中心型）。   

② 生活援助中心型の所定単位数が算定される場合   

・ 専ら生活援助を行う場合  

・ 生活援助に伴い若干の「動作介護」を行う場合  

（例）利用者の居室から居間までの移動介助を行った後（五分程度）、  

居室の掃除（五○分程度）を行う場合（所要時間三○分以上一  

時間未満の生活援助中心型）。  

なお、訪問介護の内容が単なる本人の安否確認や健康チェックで  

あり、それに伴い若干の身体介護又は生活援助を行う場合には、訪  
問介護費は算定できない。  

（3）一回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取   

扱い  

従来、身体介護及び家事援助がそれぞれ同程度行われる場合（以下「複   

合型」という。）については、一回の訪問介護につき、身体介護と家事   
援助のいずれが中心とも言いがたい場合も存在することから、利用者と   

事業者の間での混乱を避けるために設けられ、「身体介護中心型」、「家   

事援助中心型▲lの二区分のいずれかへの区分が困難な場合に適用されて   

きた。しかし、利用者の自立支援に資する観点から適切にサービスが行   

われていないという指摘がある。  

こうした現状を踏まえ、今回の見直しにおいては、「複合型」を廃止   

することとし、一回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪   

問介護を行う必要がある場合は、居宅サービス計画や訪問介護計画の作   

成に当たって、適切なアセスメントにより、あらかじめ具体的なサービ   

ス内容を「身体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な   

時間で位置付けることとし、三○分を一単位として、「身体介護」と「生   

活援助」を組み合わせて算定することとする。なお、身体介護に生活援   

助を加算する方式となるが、実際のサービスの提供は身体介護の後に引   

き続き生活援助を行う場合に限らない。一回の訪問介護の全体時間のう   

ち身体介護に要する時間を合計して判断するため、例えば、生活援助の   

後に引き続き身体介護を行ってもよい。  
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（例） （略）   

（4）訪問介護の所要時間   

① 訪問介護の所要時間については、訪問介護計画においては、同社型   

拉位置付けられた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な時   

画粉塵  

の時間ではなく、同計画に明示された時間とすること。   

②廊   

については、二○分以上とする。た岬選   

滞に提供する指定訪問介護にあってはこの限りでない。   

③ 訪問介護は在宅の要介護者の生活パターンに合わせて提供される   

づきであることから、単に一回の長時間の訪問介護を複数回に区分上  

て行うことは適切ではない。し七がって、前回提供した指定訪問介塞  
から概ね二時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた場合には、そ処  

ぞれの所要時間を合算するものとする。なお、この取扱いについては1   

所要時間が訪問介護費の算定要件を満たす指定訪問介護に限り適現  

されるものとする。  

（例）（略）   

（4）訪問介護の所要時間  

訪問介護の所要時間ごとの単位については、所要時間三○分未満の身   
体介護中心型などの単位数を引き上げたが、一日に複数回の短時間の訪   

問をすることにより、在宅介護のサービス提供体制を強化するために設   
定したものであり、在宅の要介護者の生活パターンに合わせて言方問介護   
を行うものである。し七がって、単に一回の長時間の訪問介護を複数回   

離日に複数回算定する場   

合にあっては、脚  

また、所要時間三○分未満の身体介護中心型を算定する場合の所要時   

間は二○分程度以上とする。所要時間とは、実際に訪問介護を行った時   
間をいうものであり、訪問介護のための準備や利用者の移動に要した時  

間等は含まない   

一日において一人の利用者に対して行われる訪問介護が複数匝＝こわ  

たる場合であっても、それぞれの所要時間が所定の要件を満たさない場  
合頗  

サービス行為とみなすことが可能な場合に限り、それぞれの訪問介護の  
所要時間を合計して一回の訪問介護として算定できる。例えば、午前に  

訪問介護員等が診察券を窓口に提出し（所要時間三○分未満）、昼に通  
院介助を行い、午優に薬を受け取りに行く（所要時間三○分未満）とし  
た場合には、それぞれの所要時間は三○分未満であるため、生活援助（所  

要時間三○分以上一時間未満）として算定できないが、一連のサービス  

行為（通院介助）とみなして合計して瑚葦（身体介護中心型  
に引き続き生活援助を行う場合）として算定でき翫   

なお、一人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して訪問介護  
を行った場合も、一回の訪問介護としてその合計の所要時間に応じた所  
定単位数を算定する。訪問介護員等ごとに複数回の訪問介護として算定  

できない。  

④ 所要時間が訪問介護費の算定要件を満たさない指定訪問介護（身佐   

介護中心型の所要時間が二○分未満岬拾旦   

除く。）ヌ捌所要時間が三○分未満の場合）につい   

ては、訪問介護費の算定対象とならないが、こうした所定時間数未満   
∴ 

為とみなすことが可能な場合に限り、それぞれの訪問介護の所要時間   
皇合計して一回の訪問介護として算定できる。例えば、午前に訪問介   
護員等力幽こ通院介   

助を行い、午後に薬を受け取りに行くく（所要時間三○分未満）とした   

場合には、それぞれの所要時間は三○分未満であるため、それぞれを   
生活援助（所要時間三○分以上一時間未満）として算定できない軋   

∵連のサービス行為（通院介助）とみなして所要時間を合計し、一回   

の訪問介護㈱   

算定できる。  

⑤ 訪問介護計酎こ位置付けられた訪問介護の内容が、単なる本人の安   

否確認や健康チェックであり、それ岬   
助を行う場合には、幽、わらず、訪問介  
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護費は算定できないものとする。   

⑥ 火の利用者に対して複数の訪問介護貞等が交ノ代して訪問介護を  
行った場合も、一回の訪問介護としてその合計の所要時間に応じた所  

定単位数を算定する。訪問介護員等ごとに複数回の訪問介護として算  

定することはできない。  

（5）「生活援助中心型」の単位を算定する場合  

注3において「生活援助中心型」の単位を算定することができる場合   

として、「利用者が一人暮らしであるか又は家族等が障害、疾病等のた   

め、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合」とされたが、これ   

は、障害、疾病のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむ   

を得ない事情により、家事が困難な場合をいうものであること。  

なお、居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付ける場   

合には、居宅サービス計画書に生活援助中心型の算定理由その他やむを   

得ない事情の内容について記載するとともに、生活全般の解決すべき課   

題に対応して、その解決に必要であって最適なサービスの内容とその方   

針を明確に記載する必要がある。  

（6）「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定する場合   

① 指定訪問介護事業者が注4の「通院等のための乗車又は降車の介  
助」にいう介助を行う場合には、当該所定単位数を算定することとし、  

「身体介護中心型」の所定単位数は算定できない。当該所定単位数を  

算定するに当たっては、道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）  

等他の法令等に抵触しないよう留意すること。なお、移送行為そのも  
のすなわち運転時間中は当該所定単位数の算定対象ではなく、移送に  

係る経費（運賃）は、引き続き、評価しない。   

② 注4において「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定  

することができる場合、片道につき所定単位数を算定する。よって、  

乗車と降車のそれぞれについて区分して算定することはできない。   

③ 複数の要介護者に「通院等のための乗車又は降車の介助」を行った  

場合であって、乗降時に一人の利用者に対して一対一で行う場合に  

は、それぞれ算定できる。なお、効率的なサービス提供の観点から移  
送時間を極小化すること。   

④ 利用目的について、 「通院等のため」とは、「身体介護中心型」と  

しての通院・外出介助と同じものである。   

⑤ サービス行為について、 「自らの運転する車両への乗車又は降車の  

介助」、「乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助」及  

（5）「生活援助中心型」の単位を算定する場合  

注3において「生活援助中心型」の単位を算定することができる場合   

として、「利用者が一人暮らしであるか又は家族等が障害、疾病等のた   

め、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合」とされたが、これ   

は、障害、疾病のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむ   

を得ない事情により、家事が困難な場合をいうものであること。  

なお、居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付ける場   

合には、居宅サービス計画書に生活援助中心型の算定理由その他やむを   

得ない事情の内容について記載するとともに、生活全般の解決すべき課   

題に対応して、その解決に必要であって最適なサービスの内容とその方   

針を明確に記載する必要がある。  

（6）「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定する場合   

① 指定訪問介護事業者が注4の「通院等のための乗車又は降車の介  
助」にいう介助を行う場合には、当該所定単位数を算定することとし、  

「身体介護中心型」の所定単位数は算定できない。当該所定単位数を  

算定するに当たっては、道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）  

等他の法令等に抵触しないよう留意すること。なお、移送行為そのも  

のすなわち運転時間中は当該所定単位数の算定対象ではなく、移送に  

係る経費（運賃）は、引き続き、評価しない。   

② 注4において「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定  

することができる場合、片道につき所定単位数を算定する。よって、  

乗車と降車のそれぞれについて区分して算定することはできない。   

③ 複数の要介護者に「通院等のための乗車又は降車の介助」を行った  

場合であって、乗降時に一人の利用者に対して一対一で行う場合に  

は、それぞれ算定できる。なお、効率的なサービス提供の観点から移  
送時間を極小化すること。   

④ 利用目的について、 「通院等のため」とは、「身体介護中心型」と  

しての通院・外出介助と同じものである。   

⑤ サービス行為について、 「自らの運転する車両への乗車又は降車の  

介助」、「乗車前若しくは降車彼の屋内外における移動等の介助」及  

♭鶴   
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び「通院先若しくは外出先での受診等の手続き、移動等の介助」とは、   

それぞれ具体的に介助する行為を要することとする。例えば、利用者   

の日常生活動作能力などの向上のために、移動時、転倒しないように   

側について歩き、介護は必要時だけで、事故がないように常に見守る   

場合は算定対象となるが、乗降時に車両内から見守るのみでは算定対   

象とならない。  

また、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」に加えて、   

「乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助」を行うか、   

又は、「通院先若しくは外出先での受診等の手続き、移動等の介助」   

を行う場合に算定対象となるものであり、これらの移動等の介助又は   

受診等の手続きを行わない場合には算定対象とならない。  

⑥ 「通院等のための乗車又は降車の介助」は、「自らの運転する車両   

への乗車又は降車の介助」、「乗車前若しくは降車彼の屋内外におけ   

る移動等の介助」及び「通院先君しくは外出先での受診等の手続き、   

移動等の介助」を一連のサービス行為として含むものであり、それぞ   

れの行為によって細かく区分し、「通院等のための乗車又は降車の介   

助」又は「身体介護中心型」として算定できない。例えば、通院等に   

伴いこれに関連して行われる、居室内での「声かけ・説明」・「目的   

地（病院等）に行くための準備」や通院先での「院内の移動等の介助」   

は、「通院等のための乗車又は降車の介助」に含まれるものであり、   

別に「身体介護中心型」として算定できない。  

なお、一人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して「通院   

等のための乗車又は降車の介助」を行った場合も、一回の「通院等の   

ための乗車又は降車の介助」として算定し、訪問介護員等ごとに細か   

く区分して算定できない。  

⑦ 「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定するに当たっ   

ては、適切なアセスメントを通じて、生活全般の解決すべき課題に対   

応した様々なサービス内容の一つとして、総合的な援助の一環として   

あらかじめ居宅サービス計画に位置付けられている必要があり、居宅   

サービス計画において、   

ア 通院等に必要であることその他車両への乗降が必要な理由   

イ 利用者の心身の状況から乗降時の介助行為を要すると判断した  

ウ 総合的な援助の一環として、解決すべき課題に応じた他の援助と  

均衡していること   

び「通院先君しくは外出先での受診等の手続き、移動等の介助」とは、   

それぞれ具体的に介助する行為を要することとする。例えば、利用者   

の日常生活動作能力などの向上のために、移動時、転倒しないように   

側について歩き、介護は必要時だけで、事故がないように常に見守る   

場合は算定対象となるが、乗降時に車両内から見守るのみでは算定対   

象とならない。  

また、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」に加えて、   

「乗車前若しくは降車彼の屋内外における移動等の介助」を行うか、   

又は、「通院先若しくは外出先での受診等の手続き、移動等の介助」   

を行う場合に算定対象となるものであり、これらの移動等の介助又は   

受診等の手続きを行わない場合には算定対象とならない。  

⑥ 「通院等のための乗車又は降車の介助」は、「自らの運転する車両   

への乗車又は降車の介助」、「乗車前若しくは降車後の屋内外におけ   

る移動等の介助」及び「通院先君しくは外出先での受診等の手続き、   

移動等の介助」を一連のサービス行為として含むものであり、それぞ   

れの行為によって細かく区分し、「通院等のための乗車又は降車の介   

助」又は「身体介護中心型」として算定できない。例えば、通院等に   

伴いこれに関連して行われる、居室内での「声かけ・説明」・「目的   

地（病院等）に行くための準傭」や通院先での「院内の移動等の介助」   

は、「通院等のための乗車又は降車の介助」に含まれるものであり、   

別に「身体介護中心型」として算定できない。  

なお、一一人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して「通院   

等のための乗車又は降車の介助」を行った場合も、一回の「通院等の   

ための乗車又は降車の介助」として算定し、訪問介護員等ごとに細か   

く区分して算定できない。  

⑦ 「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定するに当たっ   

ては、適切なアセスメントを通じて、生活全般の解決すべき課題に対   

応した様々なサービス内容の一つとして、総合的な援助の一環として   

あらかじめ居宅サー ビス計画に位置付けられている必要があり、居宅   

サービス計画において、   

ア 通院等に必要であることその他車両への乗降が必要な理由   

イ 利用者の心身の状況から乗降時の介助行為を要すると判断した  
ヒニ  
Eヨ   

ウ 総合的な援助の一環として、解決すべき課題に応じた他の援助と  

均衡していること  
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を明確に記載する必要がある。  

（7）「通院等のための乗車又は降車の介助」と「身体介護中心型」の区分  

要介護四又は要介護五の利用者に対して、通院等のための乗車・降車   

の介助を行うことの前後に連続して相当の所要時間（二○～三○分程度   

以上）を要しかつ手間のかかる身体介護を行う場合には、その所要時間   

に応じた「身体介護中心型」の所定単位数を算定できる。この場合には、   

「通院等のための乗車又は降車の介助」の所定単位数は算定できない。  

（例）（乗車の介助の前に連続して）寝たきりの利用者の更衣介助や排  

泄介助をした後、ベッドか ら車いすへ移乗介助し、車いすを押して  

自動車へ移動介助する場合。  

（8）「通院等のための乗車又は降車の介助」と適所サービス・短期入所サ   
ービスの「送迎」の区分  

適所サービス又は短期入所サービスにおいて利用者の居宅と当該事   

業所との間の送迎を行う場合は、当該利用者の心身の状況により当該事   

業所の送迎車を利用することができないなど特別な事情のない限り、短   

期入所サービスの送迎加算を算定することとし（適所サービスは基本単   

位に包括）、「通院等のための乗車又は降車の介助」は算定できない。  

（9）三級ヘルパーによる訪問介革の実施について  

① 三額ヘルパ・」こより埠供された指定訪問介護については、平壌三十  

一年三月三十一日をもって、原則として訪問介護費の算定を行わない  

としたところである。鋤旨定訪問介護に従事している者に  

ついては、最終的な周東蜘る観点から、介護福祉士  

の資格取得又は二級ヘルパー研修等の受講をすべき旨を、指定訪問介  

護事業所が当該者に対⊥て通知した場合に限り∴平鹿二十二年三月三  

十瑚であ  

る。輌ナた老  

を含め、三級呵こよる訪問介護費の算定は行うことができなぐ  

なることに十分留意すること。   

②働   

下「二十三号告示」とし柵基準   

（平成十二年厚生省告示第二十五号。以下「二十五号告示」という。）   

第一号において「訪問介護員として雇用」とあるのはソニ十五号告示   

第二号イ（一）の「登録型の訪問介護員等⊥として指定訪問介護事業   

所に登録している場合を含むものとする。  

を明確に記載する必要がある。  

（7）「通院等のための乗車又は降車の介助」と「身体介護中心型」の区分  

要介護凶又は要介護五の利用者に対して、通院等のための乗車・降車   

の介助を行うことの前後に連続して相当の所要時間（二○～三○分程度   

以上）を要しかつ手間のかかる身体介護を行う場合には、その所要時間   

に応じた「身体介護中心型」の所定単位数を算定できる。この場合には、   

「通院等のための乗車又は降車の介助」の所定単位数は算定できない。  

（例）（乗車の介助の前に連続して）寝たきりの利用者の更衣介助や排  

泄介助をした後、ベッドか ら車いすへ移乗介助し、車いすを押して  

自動車へ移動介助する場合。  

（8）「通院等のための乗車又は降車の介助」と適所サービス・短期入所サ   
ービスの「送迎」の区分  

通所サービス又は短期入所サービスにおいて利用者の居宅と当該事   

業所との間の送迎を行う場合は、当該利用者の心身の状況により当該事   

業所の送迎車を利用することができないなど特別な事情のない限り、短   

期入所サービスの送迎加算を算定することとし（通所サービスは基本単   

位に包括）、「通院等のための乗車又は降車の介助」は算定できない。  

（9）訪問介護計画上三級ベルパー卿三級ヘ   
ルパー以外の訪問介護員等により訪問介護が行われた場合の取扱い  

桓   
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③ 三級ヘルパー」こ対して行う二十五号告示第一号Cり「通知」は必ずし  

も書面による必要はなく、電子メー′レ等によることも差し支えない  

が、瀬録しなければならな  

い。また、当該通知は単に事業所内に掲示するものでは足りず、縁当  
するすべての三級ヘルパーに対し、個別に行うことを要するものとす  

る。㈱こ行うものと  

する。   

塾 訪問介護計画上、三級ヘルパーにより指定訪問介護が提供されるこ  

ととされている場合に、事業所の事情により三級ヘルパー以外の訪問  

介護員等により指定訪問介護が提供される場合については、所定単位  

数に一00分の七○を乗じて得た単位数を算定すること。  

（10）二人の訪問介護員等による訪問介護の取扱い等   

① 二人の訪問介護員等による訪問介護  

二人の訪問介護貞等による訪問介護について、所定単位数の一0  
0分の二00に相当する単位数が算定される場合のうち、二十三号  
告示第二号イの場合としては、体重が重い利用者に入浴介助等の重  

介護を内容とする訪問介護を提供する場合等が該当し、同号ハの場  

合としては、例えば、エレベータのない建物の二階以上の居室から  

歩行困難な利用者を外出させる場合等が該当するものであること。  

したがって、単に安全確保のために深夜の時間帯に二人の訪問介護  

員等によるサービス提供を行った場合は、利用者側の希望により利  

用者や家族の同意を得て行った場合を除き、所定単位数の一00分  
の二00に相当する単位数は算定されない。  

なお、通院・外出介助において、 一人の訪問介護員等が車両に同  

乗して気分の確認など移送中の介護も含めた介護行為を行う場合に  

は、当該車両を運転するもう一人の訪問介護員等は別に「通院等の  

ための乗車又は降車の介助」を算定することはできない。   
② 訪問介護員等のうち一人が三級ヘルパーである場合の取扱い  

二人の訪問介護員等のうちの一人がいわゆる三級ヘルパーで、 一  

人がそれ以外の者である場合については三級ヘルパーについては所  

定単位数に一00分の七○を乗じて得た単位数を、それ以外のヘル  

パーについては所定単位数を、それぞれ別に算定すること（したが  

って、結果として、所定単位数に一00分の一七○を乗じて得た単  

位数が算定されるものであること。）。  

三級ヘルパーが派遣されることとされている場合  訪問介護計画上、   

訪問介護員等が派遣さ   に、事業所の事情により三級ヘルパー以外の  

場合については、所定単位数に一00分の七○を乗じて得た単位数を算   

定すること。  

（10）二人の訪問介護員等による訪問介護の取扱い等   

① 二人の訪問介護員等による訪問介護  

二人の訪問介護員等による訪問介護について、所定単位数の一0  

0分の二00に相当する単位数が算定される場合のうち、厚生労働  
大臣が定める者等（平成十二年厚生省告示第二十三号。以下㌧十  

三号告示」という。）第二号イの場合としては、体重が重い利用者  
に入浴介助等の重介護を内容とする訪問介護を提供する場合等が該  

当し、同号ハの場合としては、例えば、エレベータのない建物の二  

階以上の居室から歩行困難な利用者を外出させる場合等が該当する  

ものであること。したがって、単に安全確保のために深夜の時間帯  
に二人の訪問介護員等によるサービス提供を行った場合は、利用者  

側の希望により利用者や家族の同意を得て行った場合を除き、所定  

単位数の－00分の二00に相当する単位数は算定されない。  
なお、通院・外出介助において、一人の訪問介護員等が車両に同  

乗して気分の確認など移送中の介護も含めた介護行為を行う場合に  

は、当該車両を運転するもう一人の訪問介護員等は別に「通院等の  

ための乗車又は降車の介助」を算定することは 
② 訪問介護員等のうち一人が三級ヘルパーである場合の取扱い  

派遣された二人の訪問介護員等のうちの一人がいわゆる三級↑ル  

パーで、一人がそれ以外の者である場合については三級ヘルパーに  

ついては所定単位数に一00分の七○を乗じて得た単位数を、それ  

以外のヘルパーについては所定単位数を、それぞれ別に算定するこ  

と（したがって、結果として、所定単位数に一00分の－七○を乗  

じて得た単位数が算定されるものであること。）。  
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（11）早朝・夜間、深夜の訪問介護の取扱い  

居宅サービス計画上又は訪問介護計画上、訪問介護のサービス開始  

時刻が加算の対象となる時間帯にある場合に、当該加算を算定するも  

のとすること。なお、利用時間が長時間にわたる場合に、加算の対象  

となる時間帯におけるサービス提供時間が全体のサービス提供時間に  

占める割合がごくわずかな場合においては、当該加算は算定できない。  

（12）特別地域訪問介護加算の取扱い  

注10の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保   

管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）   

を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト事  

業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする訪問介   

護員等による訪問介護は加算の対象とならず、サテライト事業所を業   

務の本拠とする訪問介護員等による訪問介護は加算の対象となるもの  

であること。  

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライ   

ト事業所を本拠とする訪問介護員等を明確にするとともに、当該サテ  

ライト事業所からの提供した具体的なサービスの内容等の記録を別に   

行い、管理すること。  

（11）早朝・夜間、深夜の訪問介護の取扱い  

居宅サービス計画上又は訪問介護計画上、訪問介護のサービス開始  

時刻が加算の対象となる時間帯にある場合に、当該加算を算定するも  

のとすること。なお、利用時間が長時間にわたる場合に、加算の対象  

となる時間帯におけるサービス提供時間が 全体のサービス提供時間に  

占める割合がごくわずかな場合においては、当該加算は算定できない。  

（12）特別地域訪問介護加算の取扱い  

注10の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保   

管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）  

を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト事  

業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする訪問介   

護員等による訪問介護は加算の対象とならず、サテライト事業所を業  

務の本拠とする訪問介護員等による訪問介護は加算の対象となるもの  

であること。  

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライ   

ト事業所を本拠とする訪問介護員等を明確にするとともに、当該サテ  

ライト事業所からの提供した具体的なサービスの内容等の記録を別に  

行い、管理すること。  
（13）注11の取扱い   

（丑（12）を参照のこと。  

② 延訪問回数は前年度（毎年四月一日に始まり翌年三月三一卜一日を  

もって終わる年度とする。郷（三月を除く。）の一月当  
キりの平均延訪問回数をいうものとする。   

③灘又  

は再開した事業所を含む。）叫月  
当たりの平均延訪問回数を用いるものとする。したがって、新たに  

事業を開始し、潮月目以降届出が  

可能となるものであること   

④灘こ説  

明を行い、同意を得てサービスを行う必要があること。  

（14）注12の取扱い  

注12の加算を算定する利用者については、指定居宅サービス等の   

事業の人員、亘蜘年厚生省令第三十  

七号。以下「指定居宅サービス基準」とし、う。）第二十条第三項に規  

定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。  
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地 特定事業所加算  

特定事業所加算の各算定要件については、次に定めるところによる。   

① 体制要件  

イ 計画的な研修の実施   

吐迫 特定事業所加算  

特定事業所加算の各算定要件については、次に定めるところによる。   

① 体制要件  

厚生労働大臣が定める基準（平成十二年厚生省告示第二十五号。  

二十五号告示第三号イ（1）の「訪問介護員等ごとに研修計画の作  

成」については、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上  

のための研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確  

保を定めるとともに、・訪問介護員等について個別具体的な研修の  

目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなけれ  

ばならない。  

払王⊥二十五号告示」という。し第二号イ（1）の「個別の訪問介護員  

等に係る研修計画」については、当該事業所におけるサービス従事  

者の資質向上のための研修内容の全体像と当該研修実施のための勤  

務体制の確保を定めるとともに、訪問介護員等について個別具体的  
な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等について  少なくとも  

年度が始まる三月前まで（平成十八年度にあっては、同年三月二十  

五日まで）に次年度の計画を定めなければならない。なお、年度の  
途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行うまで  

に当該計画を策定することで差し支えない。  

同号イ（2）（一）の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当  

たっての留意事項邑昼旦伝達又は当該指定訪問介護事業所における  

訪問介護員等の技術指導を目的とした会議」とは、サービス提供責  

任者が主宰し、登録ヘルパーも含めて、当該事業所においてサービ  
ス提供に当たる訪問介護員等のすべてが参加するものでなければな  

らない。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必  

要はなく、サービス提供責任者ごとにいくつかのグループ別に分か  

れて開催することで差し支えない。会議の開催状況については、そ  

の概要を記録しなければならない。なお、「定期的」とは、少なく  
ともおおむね一月に一回以上開催されている必要がある。  

同号イ（2）（二）の「当該利用者に関する情報やサービス提供に当た  

っての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、そ  

の変化の動向を含め、記載しなければならない。  

・利用者のADLや意欲里抜逸  

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望  

・家族を含む環境  

・前回のサービス提供時の状況  

・その他サービス提供に当たって必要な事項   

同号イ（2）（二）の「文書等の確実な方法」とは、直接面接しながら  

文書を手交する方法のほか、FAX、メール等によることも可能で  

旦⊥会議の定期的開催  

同号イ（2）（一）の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に   

当たっての留意事項里伝達又は当該指定訪問介護事業所における   

訪問介護員等の技術指導を目的とした会議」とは、サービス提供   

責任者が主宰し、繋録ヘルパーも含めて、当該事業所においてサ   
ービス提供に当たる訪問介護員等のすべてが参加するものでなけ   

ればならない。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して開   
催する必要はなく、サービス提供責任者ごとにいくつかのグルー   

プ別に分かれて開催することで差し支えない。会議の開催状況に   

ついては、その概要を記録しなければならない。なお、「定期的」   
とは、盤垂一月に一回以上開催されている必要がある。  

ハ閻ス提供後の報告  

同号イ（2）（二）の「当該利用者に関する情報やサービス提供に当   

たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、   
その変化の動向を含め、記載しなければならない。  

・利用者のADLや意欲  

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望  

・家族を含む環境  

・前回のサービス提供時の状況  

・その他サービス提供に当たって必要な事項  

同号イ（2）（二）の「文書等の確実な方法」とは、直接面接しなが   

ら文書を手交する方法のほか、FAX、メール等によることも可  
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ある。   

また、同号イ（2）（二）の訪問介護員等から適宜受けるサービス提供  

終了後の報告内容について、サービス提供責任者は、文書にて記録  

を保存しなければならない。  

同号イ（3）の健康診断等については、労働安全衛生法により定期に  

実施することが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当しな  

い訪問介護員等も含めて、少なくとも一年以内ごとに一回、事業主  

の費用負担により実施しなければならない。平成十八年度について  

能である。  

また、同号イ（2）（二）の訪問介護員等から適宜受けるサービス提  

供終了後の報告内容について、サービス提供責任者は、文書にて  

記録を保存しなければならない。   

ニ 定期健康診断の実施  

同号イ（3）の健康診断等については、労働安全衛生法により定期  

に実施することが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当  

しない訪問介護員等も含めて、少なくとも一年以内ごとに一回、  

事業主の費用負担により実施しなければならない。新たに加算を  

算定しようとする場合にあっては、少なくとも一年以内に当該健  

康診断等が実施されることが計画されていることをもって足りる  

ものとする。   

ホ 緊急時における対応方法の明示  

同号イ（4）の「明示」については、当該事業所における緊急時等  

の対応方針、緊急時の連絡先及び対応可能時間等を記載した文書  

を利用者に交付し、説明を行うものとする。なお、交付すべき文  

書については、重要事項説明書等に当該内容を明記することをも  

って足りるものとする。  

② 人材要件   

イ 訪問介護員等要件  

第二号イ侍）の介護福祉士、介護職員基礎研修課程修了者及び一  

級課程修了者の割合については、前年度（三月を除く。）又は届  

出日の属する月の前三月の一月当たりの実績の平均について、常  

勤換算方法により算出した数を用いて算出するものとする。  

なお、介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者若しくは一  

級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している  

又は研修の課程を修了している者とすること。   

ロ サービス提供責任者要件  

同号イ（6）の「実務経験」は、サービス提供責任者としての従事   

期間ではなく、在宅や施設を問わず介護に関する業務に従事した  

期間をいうものであり、資格取得又は研修修了前の従事期間も含  

めるものとする。  

なお、同号イ（6）ただし書については、指定居宅サービス基準第  

五条第二項の規定により常勤のサービス提供責任者を二人配置す  

ることとされている事業所については、同項ただし書により常勤  

は、当卿ることが計画されてい  

ることをもって足りるものとする。また、年度途中から新規に事業  
を開始する場合においても、同様の取扱いとする。  

② 人材要件  

第一号イ（4）の介護福祉士の割合については、常勤換算方法により   

算定すること。  

第一号イ（6）の「五年以上の実務経験」は、介護に関する業務に従   

事した期間をいうものであり、必ずしも介護福祉士資格を有する期   

間でなくとも差し支えない。  
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のサービス提供責任者を一人配置し、非常勤のサービス提供責任   
者を常勤換算方法で必要とされる員数配置することで基準を満た   

すことになるが、本要件を満たすためには、常勤のサービス提供   

責任者を二人以上配置しなければならないとしているものであ  

土＿＿．  

③ 重度要介護者等対応要件   

第三号イ（7）の要介護四及び要介護五である者並びに日常生活に   

支嘩をきたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから   

介護を必要とする認知症である者の割合については、前年度（三月   
を除く。）二抑たりの実績の平   
均について、利用実人員を用いて算定するものとする。  

なお、憫舌に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動   
が認められることから介護を必要とする認知症である者」とは、日   
常生活自立度のランクⅢ、ⅠⅤ又はMに該当する利用者を指すものと   

土星且 

④ 割合の計算方法   

②イの職員の害恰及び③の利用実人員の割合の計算は、次の取迦   

いによるものとする。  

③ 重度対応要件   

第一号イ睨ついては、届出を行った月以降においても、毎月ご   
とに直近三月間の「利用実人員」の総数に占める要介護四及び要介   

護五の者の数の割合が二○％以上を継続的に維持しなければならな   

い。なお、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、二   

○％を下回った場合については、直ちに第一の5の届出を提出しな  

ければならない  

イ働那台し、   

又は再開した事業所を含む。）については、前年度の実績による   

加算の届出はできないものとする。  

ロ 前三月の実績により届出を行った事業所については、届出を行   

った月以降においても、脚   

き、㈱働等しなければならない。  

また、棚こついては、毎．月ごとに記録するものとし、所   
定の割合を下回った場合については、紳（乃5の届払を壁   

出しなければならない。  

（16）緊急時訪問介護加算の取扱い   
①灘ビス計酎こ位置付けられて  

いない訪問介護（身体介護が中心のものに限る。）を、利用者又接  

その家族等から要請を受けてから二卿、う  

ものとする。   

②御室として算定できるもの  

とする。  

③ 緊急時訪問介護加算は、サービス提供責任者が、事前に指定居宅  
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「   

介護支援事業所の介護支援専門員と連携を図り、当該介護支援専門  

員が、利用者又はその家族等から要請された日時又は時間帯に身体  

介護中心型の訪問介護を提供する必要があると判断した場合に加算  

されるものであるが、やむを得ない事由により、介護支援専門員と  

事前の連携が図れない場合に、指定訪問介護事業所により緊急に身  

体介護中心型の訪問介護が行われた場合であって、事後に介護支擾  

専門員によって、当該訪問が必要であったと判断された場合には、  
加算の算定は可能である。  

④ 当該加算の対象となる訪問介護の所要時間については、サービス  

提供責任者と介護支援専門員が連携を図った上、利用者又はその家  

族等からの要請内容から、当該訪問介護に要する標準的な時間を、  

介護支援専門員が判断する。なお、介護支援専門員が、実際に行わ  

れた訪問介護の内容を考慮して、所要時間を変更することは差し支  

えない。  

⑤ 当該加算の対象となる訪問介護の所要時間については、（4）②及び  

③の規定は適用されないものとする。したがって、所要時間が二○  
分未満であっても、三○分未満の身体介護中心型の所定単位数の算  

定及び当該加算の算定は可能であり、当該加算の対象となる訪問介  

護と当該訪問介護の前後に行われた訪問介護の間隔が二時間未満で  

あった場合であっても、それぞれの所要時間に応じた所定単位数を  

算定する（所要時間を合算する必要はない）ものとする。  

⑥ 緊急時訪問介護加算の対象となる指定訪問介護の提供を行った場  

合は、指定居宅サービス基準第十九条に基づき、要請のあった時間、  

要請の内容、当該訪問介護の提供時刻及び緊急時訪問介護加算の算  

定対象である旨等を記録するものとする。  

（17）初回加算の取扱い  

① 本加算は、利用者が過去二月に、当該指定訪問介護事業所から指  
定訪問介護の提供を受けていない場合に算定されるものである。  

② サービス提供責任者が、訪問介護に同行した場合については、指  
定居宅サービス基準第十九条に基づき、同行訪問した旨を記録する  

ものとする。また、この場合において、当該サービス提供責任者は、  

訪問介護に要する時間を通じて滞在することは必ずしも必要ではな  

く、利用者の状況等を確認した上で、途中で現場を離れた場合であ  
っても、算定は可能である。 

3 訪問入浴介護費  3 訪問入浴介護費  

ー18－  



（1）看護、介護職員の取扱い  

訪問入浴介護については、人員の算定上、看護職員を介護職員として   

数えることができるものであること。例えば、派遣する三人の職員のう   

ち二人が看護職員であっても差し支えないこと。  

（2） 利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場   

合の取扱い  

注2の場合に、訪問入浴介護の提供に当たる三人の職員のうち、看   
護職員が含まれている場合であっても所定単位数に一00分の九五を   

乗じて得た単位数が算定されることには変わりがないものであるこ  

と。  

（3） 利用者の心身の状況により入浴を見合わせた場合の取扱い  

実際に入浴を行った場合に算定の対象となり、入浴を見合わせた場   

合には算定できない。ただし、利用者の希望により清拭、部分浴を実   
施した場合には、所定単位数に－00分の七○を乗じて得た単位数を   

算定できる。  

（1）看護、介護職員の取扱い  

訪問入浴介護については、人員の算定上、看護職員を介護職員として   

数えることができるものであること。例えば、透過する三人の職員のう   

ち二人が看護職員であっても差し支えないこと。  

（2）利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場  

合の取扱い  

注2の場合に、訪問入浴介護の提供に当たる三人の職員のうち、看  
護職員が含まれている場合であっても所定単位数に一00分の九五を  

乗じて得た単位数が算定されることには変わりがないものであるこ  

と。  

（3）利用者の心身の状況により入浴を見合わせた場合の取扱い  

実際に入浴を行った場合に算定の対象となり、入浴を見合わせた場  

合には算定できない。ただし、利用者の希望により清拭、部分浴を実  

施した場合には、所定単位数に一00分の七○を乗じて得た単位数を  

算定できる。  

†4）注5の取扱い  

訪問介護と同様であるので、瑚。  

（5）注6の取扱い  

訪問介護と同額である仰の（14）を参阻されたい。  
（6）サービス提供体制強化加算の取扱い   

① 研修について  

串間入浴介護従業者ごとの「研修計画」Mま、当該事業所に  

おけるサービス従事畳御全体像と当該  

研修実施のた嘲訪問入浴介護従  

業者につ嘲標、内容、研修期間、実施時期等  

を定めた計画を策定しなければならない。   

② 会議の開催について  

「利用者に関する情報若しくほサービス埠供に当たっての留意事  

項㈱介  

護従業者の技術指導を目的とした会議」とFも当言家事某所においてサ  

∵ビス提供に当たる訪問入浴介護従業者のすべてが参加するもので  

なければならない。7細会して開  
催する必要はなく、いく坤分かれて開催することで  

差し支えない。会議の開催状況については、その概要を記録しなけれ  

ばならない。なお、「定期的」とは、概ね一月に一回以上開催されて  
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いる必要がある。   

同号イ（2）（二）の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当  

たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、そ  
の変化の動向を含め、記載しなければならない。  

・利用者のADLや意欲  
・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望  

・家族を含む環境  

・前回のサービス提供時の状況  

・その他サービス提供に当たって必要な事項  

③ 健康診断等について  

同号イ持）の健康診断等については、労働安全衛生法により定期に   

実施することが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない   

訪問入浴介護従業者も含めて、少なくとも一年以内ごとに一匡L事業   

主の費用負担により実施しなければならない。平成二十一年度につい   

ては、当該健康診断等が一年以内に実施されることが計画されている   

ことをもって足りるものとする。また、年度途中から新規に事業を開   

始する場合においても、同様の取扱いとする。  

④働こより算出した前年   

度（三月を除く。）の平均を用いることとする。ただし、平成二十一   

年度の一年間及び平成二十二年度以降の前年度の実績が六月に満た   

ない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）に   

ついては、届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により   

算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、   

又は再開した事業者については、四月目以降届出が可能となる・もので   

あるこL  
なお、介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者については、各   

月の前月の末日時点で資格を取得している又は研修の課程を修了し   

ている者とするこL  
⑤斬引こおいても、   

直近三月間の職員の害恰につき、卿等しな   

ければならない。なお、その割合については、毎月言己録するものとし、   

所定の割合を下回った場合については、直ちに第一の5の届出を提出  

しなければならない  

参 同一の事業所において介護予防訪問入浴介護を一体的に行ってい   

る場合においては、本加算の計算も一体的に行うこととする（⊃  
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4 訪問看護費  
（1）「通院が困難な利用者」について  

訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされ  

ているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上での居宅での  

支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、訪問看護の提  
供が必要と判断された場合は訪問看護費を算定できるものである。  

「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担  
保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということである。  

（2） 訪問看護指示の有効期間について  

訪問着護費は、訪問看護ステーションにあっては、主治の医師の判  
断に基づいて交付（二か所以上の訪問看護ステーションからの訪問看  

護の場合は各訪問看護ステーションごとに交付）された指示書の有効  

期間内に訪問者護を行った場合に算定する。  

4 訪問看護費  

（1）「通院が困難な利用者」について  

訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされ  

ているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上での居宅での  

支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、訪問看護の提  

供が必要と判断された場合は訪問看護費を算定できるものである。  

「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担  

保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということである。  

（2） 訪問看護指示の有効期間について  

訪問看護費は、訪問看護ステーションにあっては、主治の医師の判  
断に基づいて交付（二か所以上の訪問看護ステーションからの訪問看  

護の場合は各訪問看護ステーションごとに交付）された指示書の有効  

期間内に訪問看護を行った場合に算定する。なお、当該訪問看護に係  

る指示料は、介護老人保健施設からの退所暗君しくは介護療養型医療  

施設からの退院時に係るものを除き、医療保険に請求すべきものであ  

ること。  

なお、医療機関にあっては、指示を行う医師の診療の日から一月以  

内に行われた場合に算定する。別の医療機関の医師から診療情報提供  

を受けて、訪問看護を実施した場合には、診療情報提供を行った医療  
機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から一月以内に  

行われた場合に算定する。  

（3）二○分未満の訪問の算定について  

二○分未満の訪問は、日中等の訪問における十分な観察、必要な助言   

・指導が行われることを前提として行われるものであり、したがって、  

訪問看護計画上も一月を通じて二○分未満の訪問のみが設定されるこ  

とは適切ではなく、日中における訪問と併せて設定されること。  

（4）理学療法士等の訪問について  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この項において「理学  

療法士等」という。）による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環と  

してのリハビリテーションを中心としたものである場合に、保健師又は  

なお、医療機関にあっては、指示を行う医師の診療の日から一月以   

内に行われた場合に算定する。別の医療機関の医師から診療情報提供   

を受けて、訪問看護を実施した場合には、診療情報提供を行った医療   
機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から一月以内に   

行われた場合に算定する。  

（3）二○分未満の訪問の算定について  

二○分未満の訪問は、日中等の訪問における十分な観察、必要な助言   

・指導が行われることを前提として行われるものであり、したがって、   

訪問看護計画上も一月を通じて二○分未満の訪問のみが設定されるこ   

とは適切ではなく、日中における訪問と併せて設定されること。  

（4）理学療法士等の訪問について  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この項において「理学   

療法士等」という。）による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環と   

してのリハビリテーションを中心としたものである場合に、看護職員の   

代わりに訪問させるという位置付けのものである且＿   畳遷座の代わりに訪問させるという位置付けのものであ  り、したがっ  

て、訪問看護計画において、理学療法士等の訪問が保健師又は看護師に  
よる訪問の回数を上回るような設定がなされることは適星空星享ない旦   

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看  
護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看  

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看  
護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看  
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F勺   

護師法（昭和二十三年法律第二百三号）の規定に関わらず業とすること  

ができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士略（平成九年法律第   

護師法（昭和二十三年法律第二百三号）の規定に関わらず業とすること   

ができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士法（平成九年法律第   

百三十二号）第凶十二条第一項）に限る。  

（5）末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて  

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（二十三号告示第   

三号を参照のこと。）の患者については、医療保険の給付の対象となる   

ものであり、訪問看護費は算定しない。  

（6）二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合について  

二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合においても、一人の看護   

師等が訪問看護を行った場合の所定単位数を算定するものとする。  

百三十二号）第四十二条第一項）に限る。  
（5）末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて  

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（二十三号告示第   

三号を参照のこと。）の患者については、医療保険の給付の対象となる   

ものであり、訪問看護費は算定しない。  
（6）二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合旦迦基について   

① 二人の看護師等が同時昭  

利用者を一人が支持しながら、必要な処置を行う場合等、一人で看護  
を行うことが困難な場合に算定を認めるものであり、これらの事情が  
ない場合に、単に二人の看護師等が同時に訪問者護を行ったことのみ  

をもって算定することはできない。   

② 訪問を行うのは、両名とも保健師、看儀師、准看護師又は理学療億  
士、作業療法士若しくは卿  

（7）居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護   

師以外の看護師等により訪問看護が行われた場合の取扱い  

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、   

事業所の事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合について   

は、所定単位数に一00分の九○を乗じて得た単位数を算定すること。   
また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することと   
されている場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪   

問する場合の単位数（所定単位数の一00分の九○）を算定すること。  

（8）早朝・夜間、深夜の訪問看護の取扱い  
訪問介護と同様であるので、2（11）を参照されたい。なお、二○分未   

満の訪問の場合についても、同様の取扱いとする。  

（9）特別地域訪問看護加算の取扱い  

訪問介護と同様であるので、2（12）を参照されたい。  
なお、当該加算は所定単位数の一五％加算としているが、この場合の   

所定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア   
加算を含まないこと。  

（10）注6について   

（7）居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護   

師以外の看護師等により訪問看護が行われた場合？取扱い  

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合に、   

事業所の事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合について   

は、所定単位数に一00分の九○を乗じて得た単位数を算定すること。   

また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問することと   

されている場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪   

問する場合の単位数（所定単位数の一00分の九○）を算定すること。  

（8）早朝・夜間、深夜の訪問着護の取扱い  

訪問介護と同様であるので、2（11）を参照されたい。なお、二○分未   

満の訪問の場合についても、同様の取扱いとする。  

（9）特別地域訪問看護加算の取扱い  

訪問介護と同様であるので、2（12）を参照されたい。  

なお、当該加算は所定単位数の一五％加算としているが、この場合の   

所定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア   

加算を含まないこと。  

訪問介護と同様であるので、2（13）を参照されたい。   
なお、当該加算は所定単位数の一○％加算としているが、この場合些  

所定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア  
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加算を含まないこ  

（11）注7について  

訪問介護と同様であるので、2㈱  

なお、当該加算は所定単位数の五％加算としているが、この場合の所   

定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加   
算を含まないこL  

（12）間引こついて   
①牒矧jな管理を必要とする利用者」について  

は（14）を参照のこと  

② 当該加算については、看護師が行う賂合であっても准看護師が行  

う場合であっても、同じ単位を算定するものとすも  

』辻 緊急時訪問看護加算   

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話  
等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制  

にある事業所において、当該事業所の看護師等が指定訪問看護を受  

けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問する  

こととなっていない緊急時訪問を行った場合には当該加算の他に所  

定単位数を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に、一月につ  

き加算する。   

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第一回目の介護保険の  
給付対象となる訪問看護を行った目の所定単位数に加算するものと  

する。   

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問  

を行った場合については、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定  

単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所定単位数の－00分  
の九○）を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。  

なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪  

問看護に係る加算は算定できない。ただし、特別管理加算を算定す  
る状態の者に対する一月以内の二回目以降の緊急時訪問について  

は、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算を算定する。   
④ 緊急時訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に  

限り算定できる。このため、緊急時訪問者護加算に係る指定訪問看  
護を受けようとする利用者に説明するに当たっては、当該利用者に  

対して、他の訪問看護ステーションから緊急時訪問看護加算に係る  

指定訪問看護を受けていないか確認すること。  

吐吐 緊急時訪問看護加算   

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から電話  
等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制  

にある事業所において、当該事業所の看護師等が指定訪問看護を受  

けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に訪問する  

こととなっていない緊急時訪問を行った場合には当該加算の他に所  

定単位数を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に、一月につ  

き加算する。   

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第一回目の介護保険の  

給付対象となる訪問着護を行った日の所定単位数に加算するものと  

する。   

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問  

を行った場合については、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定  

単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所定単位数の一00分  

の九○）を算定する。この場合、居宅サービス計画の変更を要する。  

なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の訪  

問看護に係る加算は算定できない。ただし、特別管理加算を算定す  

る状態の者に対する一月以内の二回目以降の緊急時訪問について  

は、早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算を算定する。   

④ 緊急時訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に  

限り算定できる。このため、緊急時訪問看護加算に係る指定訪問看  

護を受けようとする利用者に説明するに当たっては、当該利用者に  

対して、他の訪問看護ステーションから緊急時訪問看護加算に係る  

指定訪問看護を受けていないか確認すること。  
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⑤ 訪問看護を担当する医療機関にあっては、緊急時訪問者護加算の  

届出は利用者や居宅介護支援事業所が訪問者護事業所を選定する上  

で必要な情報として届け出させること。なお、訪問看護ステーショ  
ンにおける緊急時訪問看護加算の算定に当たっては、第一の1（5）  

によらず、届出を受理した日から算定するものとする。  

廷吐 特別管理加算   

① 特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が訪問看  
護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。   

② 特別管理加算は、当該月の第一回目の介護保険の給付対象となる  
訪問着護を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお、当  
該加算を介護保険で請求した場合は医療保険では重症者管理加算を  

請求しないこと（緊急時訪問者護加算と医療保険の二四時間連絡体  

制加算との関係についても同様とする。）。   

③ 特別管理加算は、一人の利用者に対し、 －か所の事業所に限り算  

定できる。なお、二か所以上の事業所から訪問看護を利用する場合  
については、その分配は事業所相互の合議に委ねられる。   

④ 「真皮を越える裾瘡の状態」と樽、N  

⑤ 訪問看護を担当する医療機関にあっては、緊急時訪問看護加算の   

届出は利用者や居宅介護支援事業所が訪問看護事業所を選定する上   

で必要な情報として届け出させること。なお、訪蘭看護ステーショ  
ンにおける緊急時訪問看護加算の算定に当たっては、  第一－1－（5）  

によらず、届出を受理した日から算定するものとする。  

廷主と 特別管理加算   

① 特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が訪問看  
護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。   

② 特別管理加算は、当該月の第一回目の介護保険の給付対象となる  

訪問看護を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお、当  
該加算を介護保険で請求した場合は医療保険では重症者管理加算を  

請求しないこと（緊急時訪問看護加算と医療保険の二四時間連絡体  

制加算との関係についても同様とする。）。   

③ 特別管理加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に限り算  
定できる。なお、二か所以上の事業所から訪問着護を利用する場合  
については、その分配は事業所相互の合議に委ねられる。  

1 P r e s s u r e UIc e r o f Ad vis o r  anel）タ跡塵  
学会によるもの）工梱   

⑤解こは、速やかに医師による診  
療を受けることができるよう必要なヌ援を行うこととする。  

建迫 ターミナルケア加算   

① ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月  
に加算することとされているが、ターミナルケアを畳盈追行った日  
の属する月と、利用者の死亡月が異な冬場合には、壁土旦に算定す   

泌 ターミナルケア加算   
（D ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月  

に加算することとされているが、ターミナルケアを行った目旦三月＿些  

末日の場合であって、利用者の死亡月がその翌月である場合には、  

．‾や   

ターミナルケアを行った日の属する月に算定することとする。  ることとする。  

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、－か所の事業所に   
限り算定できる。  

③ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記   

録書に記録しなければならない。   

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録   

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及び  

これに対するケアの経過についての記録   

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及  

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に   
限り算定できる。  

③ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記   

録書に記録しなければならない。   

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録   

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及び  

これに対するケアの経過についての記録   

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及  
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び家族の意向を把握し、それに基づくアセスメント及び対応の経  

過の記録  

④ 訪問看護においてターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的と  
して医療機関へ搬送し、二四時間以内に死亡が確認される場合等に  

ついては、ターミナルケア加算を算定することができるものとする。  

上皇旦と 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い  

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要があ  

る旨の特別指示（指定訪問看護ステーションにおいては特別指示書の  

交付）があった場合は、交付の日から一凶日間を限度として医療保険  

の給付対象となるものであり、訪問看護費は算定しない。なお、医療  

機関の訪問看護の利用者について、急性増悪等により一時的に頻回の  

訪問看護を行う必要があって、医療保険の給付対象となる場合には、  
頻回の訪問看護が必要な理由、その期間等については、診療録に記載  
しなければならない。  

止n 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所・退院した目の訪  

問看護の取り扱い  

介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設を退所・退院した目  

については、第二の1の（3）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（二  

十三号告示第四号を参照のこと。）にある利用者に限り、訪問看護費  
を算定できることとする。  

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）におい  

ても同様である。  

（18）叶ビス提供体制強化加算  

① 3（6）①から⑥までを参照のこと。  

②澱月の末日時点における勤続年数をいうも  

のとする。榔月における勤続年数三年以  

上の者とは、酔卜一日時点で勤続年数が三年以上  

である者をいう。  

③働こ加  

え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉  

施設等においてサービスを利用者に直接提供す争職員として勤務し  

た年数を含めることができるものとする。  

5 訪問リハビリテーション費  

（1）算定の基準について  

① 訪問リハビリテーションは、指示を行う医師の診療の日（介護老人  

び家族の意向を把握し、それに基づくアセスメント及び対応の経  

過の記録   

④ 訪問看護においてターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的と  

して医療機関へ搬送し、二四時間以内に死亡が確認される場合等に  

ついては、ターミナルケア加算を算定することができるものとする。  

止迫 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い  

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要があ  

る旨の特別指示（指定訪問看護ステーションにおいては特別指示書の   

交付）があった場合は、交付の日から－四日間を限度として医療保険   

の給付対象となるものであり、訪問看護費は算定しない。なお、医療   
機関の訪問看護の利用者について、急性増悪等により一一時的に頻回の   

訪問看護を行う必要があって、医療保険の給付対象となる場合には、   

頻回の訪問看護が必要な理由、その期間等については、診療録に記載  

しなければならない。  

吐吐 介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所・退院した日の訪  

問看護の取り扱い  

介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設を退所・退院した目   

については、第二の1の（3）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（二   

十三号告示第凶号を参照のこと。）にある利用者に限り、訪問者護費  

を算定できることとする。  

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）におい  

ても同様である。  

5 訪問リハビリテーション費  

（1）算定の基準について  

① 訪問リハビリテーションは、指示を行う医師の診療の日（介護老人  
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岬「霊  

保健施設の医師においては、入所者の退所時あるいはその直近に行っ  
た診療の日）から一月以内に行われた場合に算定する。別の医療機関  

の医師から情報提供を受けて、訪問リハビリテーションを実施した場  
合にはi情報提供を行った医療機関の医師による当該情報提供の基礎  

となる診療の目から一月以内に行われた場合に算定する。   

保健施設の医師においては、入所者の退所時又は当該老人保健施設で  

行っていた通所リハビリテーションを最後に利用した日あるいはそ  

の直近に行った診療の日）から一月以内に行われた場合に算定する。  

別の医療機関の医師から情報提供を受けて、訪問リハビリテーション  

を実施した場合には、情報提供を行った医療機関の医師による当該情  

報提供の基礎となる診療の日から一月以内に行われた場合に算定す  

る。   

② 訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に   

当たる者に対して一回当たり二○分以上指導を行った場合に⊥二塾長  

六回を限度として算定する。   

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受け  

た理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し  
て訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学療法士、  

作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設の  

人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健施設によ  
る訪問リハビリテーションの実施にあたっては、介護老人保健施設に  

おいて、施設サービスに支障のないよう留意する。  

（2）「通院が困難な利用者」について  

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付   

することとされているが、通院によるリハビリテーションのみでは、   

家屋内におけるADLの自立が困難である場合の家屋状況の確認を含   

めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結果、   

必要と判断された場合は訪問リハビリテーション費を算定できるもの   

である。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサー  

ビスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということ  

である。  

② 訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に  

当たる者に対して二○分以上指導を行った場合に算定する。  

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受け  

た理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し  

て訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学療法士、  

作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設の  

人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健施設によ  

る訪問リハビリテ ーションの実施にあたっては、介護老人保健施設に  

おいて、施設サービスに支障のないよう留意する。  

（2）「通院が困難な利用者」について  

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して給付   

することとされているが、通院によるリハビリテーションのみでは、   

家屋内におけるADLの自立が困難である場合の家屋状況の確認を含   

めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結果、   

必要と判断された場合は訪問リハビリテーション費を算定できるもの   

である。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサー  

ビスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきということ  

である。  

lユ   

（3） リ  ト加算  ハビリテーションマネジ メン   

ロ リハビリテーションマネジメこ／トは、利用者ごとに行われるケア  

マネジメントの一環として行われることに留意すること。  
リハビリテーションマネジ メントについては  以下のイからへま  

でに掲げるとおり、実施すること。  

イ 利用開始時にその者に対するリハビリテーションの実施に必要   

な情報を収集しておき、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴  

覚士、閻こおい   
て「関連スタッフ」という。）が多職種協働によりリハビリテー  
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冊：「ア  
些スメント」という。）（岬テ  

∵凋テ∵  

ション実施計画草ついては、御説明し、その  

同意を得ること。フ細、リ  

ハビリテーション実施計画に相当する内容を訪問リハビリテーシ   

ヨン計画の平に記載する場合昼、閲ビリテー   

シ嘩作球に代えることができるものとすること。  

早 必要に応じ、介護支援専門員を通して、他の居宅サービス事業  
所のサービス担当者に対して  リハビリテーションに関する情報伝  達（日常生活上卿  
居宅サ瑚行うこと。  

ハ 各利用者につい  て、概ね三月ごとに、リハビリテーションに関   
するアヤス冊ビリテーショ   

御者又はその家族に   

説明し潤ショ   

ニと芙施加算を算定している利用者について㈱らの退院   （所）日又卿   
ントとそれにもとづく評価そ行うこL  

三御前リハビリテー   

シ阜ンカンプアレ堺こ利用予定の   

居宅介聯事   

業所のサービス担当者等の参力咤・求めるこL  

ホ御者会議等を通じて、居各介護支   

援事業所の介護支援専門員や利用者の主治の医師に対してソニ旦  

リテ一明行うこと。  

二」旨定居宅サ嘩基準  （平成噸第19条   
に塀定するサーヒ瑚ハビリ   

テーション実施計画に従い医師の指示を受けた理学療法士、作業   

原法±ヌは肺J用者の状簡を定期的に記録する場合  
は、当該記録とは別に  リハビリテーションマネジメン  ト加算の算   

定卿  

ること。  

塾＿－リノ｝ブリテ」ションマネジメント加算は、リハビリテーション実  
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Ⅲ  

施計画原案を利用者又はその家族に説明し、その同意を得られた日  

から算定を開始するものとすること。  

（姐 集中的な訪問リハビリテーションについて  

集中的な訪問リハビリテーションとは、一週につき概ね三旦以上実  

施する場合をいう。  

＆ 集中的な訪問リハビリテーションについて  

集中的な訪問リハビリテーションとは、退院（所）堪   

上し二日当たり四○分以上、退院（所）日脚   
ら起算して一月以内の期間に行われる場合は一週につき概ね三旦以  

月を超え三月以内の期間に行わ斬つき概ね二日以上L   
一日当たり二○分以上実施する場合をいう。  

（4） 注2について  

立lこじ上進 

（5） サービス提供体制強化加筆について  

① 4（18）②及び＠を参照のこと。  

②㈱こ直接提供する理学療法±  
等のうち、勤続年数力瑚  

三、三上 

也 記録の整備について  

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った  
指示内容の要点を診療録に記入する。  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーション  

実施計画書の内容を利用者に説明し、記録するとともに、医師の指  
示に基づき行った指導の内容の要点及び指導に要した時間を記録に  

とどめておく。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記  

載することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載  
と区別できるようにすることとする。  

②リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者  

等）は利用者ごとに保管され、常に当該事業所のリハビリテーショ  

ン従事者により閲覧が可能であるようにすること。  

6 居宅療養管理指導費  

（1） 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について  

① 算定内容  

主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計  

画的かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、指定居  

宅介護支援事業者（指定居宅介護支援事業所に属し、利用者に居宅  

介護支援を・行う介護支援専門員。以下この項において「ケアマネジ  

ャー」という。）等に対する介護サービス計画（以下この項におい  

血 記録の整備について  

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った  
指示内容の要点を診療録に記入する。  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーション  

実施計画書の内容を利用者に説明し、記録するとともに、医師の指  
示に基づき行った指導の内容の要点及び指導に要した時間を記録に  

とどめておく。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記  

載することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載  
と区別できるようにすることとする。  

② リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者  
等）は利用者ごとに保管され、常に当該事業所のリハビリテーショ  

ン従事者により閲覧が可能であるようにすること。  

6 居宅療養管理指導費  

（1） 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について  

① 算定内容  

主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計  

画的かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、指定居  

宅介護支援事業者（指定居宅介護支援事業所に属し、利用者に居宅  

介護支援を行う介護支援専門員。以下この項において「ケアマネジ  

ャー」という。）等に対する介護サービス計画（以下この項におい  

【ヒ’   
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て「ケアプラン」という。）の策定等に必要な情報提供並びに利用   

者若しくはその家族等に対する介護サービスを利用する上での留意   

点、介護方法等についての指導及び助言を行った場合に算定する。  

なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合   

管理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り   

居宅療養管理指導費・を算定する。  

② 「情報提供」及び「指導又は助言」の方法   

ア ケアマネジャー等に対する情報提供の方法  

ケアプランの策定等に必要な情報提供は、サービス担当者会議  

への参加により行うことを基本とする（必ずしも文書等による必  

要はない。）。  
当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催さ  

れない場合等においては、左記の「情報提供すべき事項」（薬局  

薬剤師に情報提供する場合は、診療状況を示す文書等の内容も含  

む。）について、原則として、文書等（メール、FAX等でも可）  

により、ケアマネジャー等に対して情報提供を行うことで足りる  

ものとする。  

なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った  

場合については、その情報提供の要点を記載すること。当該記載  

については、医療保険の診療録に記載することは差し支えないが、  

下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにするこ  

と。  

また、文書等により情報提供を行った場合については、当該文  
書等の写しを診療録に添付する等により保存すること。  

（情報提供すべき事項）   

（a） 基本情報（医療機関名、住所、連絡先、医師・歯科医師氏  

名、利用者の氏名、生年月日、性別、住所、連絡先等）   

（b） 利用者の病状、経過等   
（c） 介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等   

（d） 利用者の日常生活上の留意事項  

※ 前記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表にお  
ける診療情報提供料に定める様式を活用して行うこともでき  

ることとする。  

イ 利用者・家族等に対する指導又は助言の方法  

介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等に関する指導  

て「ケアプラン」という。）の策定等に必要な情報提供並びに利用   

者若しくはその家族等に対する介護サービスを利用する上での留意   

点、介護方法等についての指導及び助言を行った場合に算定する。  

なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合   

管理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り   

居宅療養管理指導費・を算定する。  

② 「情報提供」及び「指導又は助言」の方法   

ア ケアマネジャー等に対する情報提供の方法  

ケアプランの策定等に必要な情報提供は、サービス担当者会議  

への参加により行うことを基本とする（必ずしも文書等による必  

要はない。）。  
当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催さ  

れない場合等においては、左記の「情報提供すべき事項」（薬局  

薬剤師に情報提供する場合は、診療状況を示す文書等の内容も含  

む。）について、原則として、文書等（メール、FAX等でも可）  

により、ケアマネジャー等に対して情報提供を行うことで足りる  

ものとする。  

なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った  

場合については、その情報提供の要点を記載すること。当該記載  
については、医療保険の診療録に記載することは差し支えないが、  

下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにするこ  

と。  

また、文書等により情報提供を行った場合については、当該文  
書等の写しを診療録に添付する等により保存すること。  

（情報提供すべき事項）   

（a） 基本情報（医療機関名、住所、連絡先、医師・歯科医師氏  

名、利用者の氏名、生年月日、性別、住所、連絡先等）   

（b） 利用者の病状、経過等   
（c） 介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等   

（d） 利用者の日常生活上の留意事項  

※ 前記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表にお  
ける診療情報提供料に定める様式を活用して行うこともでき  

ることとする。  

イ 利用者・家族等に対する指導又は助言の方法  

介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等に関する指導  
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又は助言は、文書等の交付により行うよう努めること。  

なお、口頭により指導又は助言を行った場合については、その要  

点を記録すること。当該記載については、医療保険の診療録に記載  

することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と  

区別できるようにすること。  

また、文書等により指導又は助言を行った場合については、当該  
文書等の写しを診療録に添付する等により保存すること。   

③ 減算の取扱いについて  

居宅療養管理指導（Ⅰ）を算定する場合において、ケアマネジャー  

等に対する情報提供を行わない場合については、所定単位数から減  

算されることとなるム  

④ 算定回数について  

主治の医師及び歯科医師が、一人の利用者について、それぞれ月  
二回まで算定することができる。   

⑤ 算定目について  

算定日は、当該月の訪問診療又は往診を行った日とする。また、  
請求明細書の摘要欄には、訪問診療若しくは往診の日又は当該サー  

ビス担当者会議に参加した場合においては、参加日若しくは参加が  

困難な場合においては、文書等を交付した日を記入することとする。  

（2） 薬剤師が行う居宅療養管理指導について   

① 薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導については、医師又は歯科医  
師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管理指導計画を策定し、また、  

医療機関の薬剤師が行う場合にあっては、医師又は歯科医師の指示  

に基づき、利用者の居宅を訪問して、薬歴管理、服薬指導、薬剤服  
用状況及び薬剤保管状況の確認等の薬学的管理指導を行い、提供し  

た居宅療養管理指導の内容について、利用者又はその家族等に対し  

て積極的に文書等にて提出するよう努め、速やかに記録（薬局薬剤  

師にあっては、薬剤服用歴の記録、医療機関の薬剤師にあっては、  

薬剤管理指導記録）を作成するとともに、医師又は歯科医師に報告  

することとする。また、必要に応じて、指定居宅介護支援事業者等  

に対して情報提供するよう努めることとする。薬局薬剤師にあって  

は当該居宅療養管理指導の指示を行った医師又は歯科医師に対し訪  

問結果について必要な情報提供を文書で行うこととする。また、提  
供した文書等の写しがある場合は、記録に添付する等により保存す  

ることとする。  

又は助言は、文書等の交付により行うよう努めること。  

なお、口頭により指導又は助言を行った場合については、その要  
点を記録すること。当該記載については、医療保険の診療録に記載  

することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と  

区別できるようにすること。  

また、文書等により指導又は助言を行った場合については、当該  
文書等の写しを診療録に添付する等により保存すること。   

③ 減算の取扱いについて  

居宅療養管理指導（Ⅰ）を算定する場合において、ケアマネジャー  

等に対する情報提供を行わない場合については、所定単位数から減  

算されることとなる。   

④ 算定回数について  

主治の医師及び歯科医師が、一人の利用者について、それぞれ月  
二回まで算定することができる。   

⑤ 算定目について  

算定日は、当該月の訪問診療又は往診を行った日とする。また、  
請求明細書の摘要欄には、訪問診療若しくは往診の日又は当該サー  

ビス担当者会議に参加した場合においては、参加日若しくは参加が  

困難な場合においては、文書等を交付した日を記入することとする。  

（2） 薬剤師が行う居宅療養管理指導について   

① 薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導については、医師又は歯科医  
師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管理指導計画を策定し、また、  

医療機関の薬剤師が行う場合にあっては、医師又は歯科医師の指示  

に基づき、利用者の居宅を訪問して、薬歴管理、服薬指導、薬剤服  
用状況及び薬剤保管状況の確認等の薬学的管理指導を行い、提供し  

た居宅療養管理指導の内容について、利用者又はその家族等に対し  

て積極的に文書等にて提出するよう努め、速やかに記録（薬局薬剤  

師にあっては、薬剤服用歴の記録、医療機関の薬剤師にあっては、  

薬剤管理指導記録）を作成するとともに、医師又は歯科医師に報告  

することとする。併せて、利用者の服薬状況や薬剤の保管状況に問  
題がある場合等、その改善のため訪問介護員等の援助が必要と判断  

される場合には、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員及び必  

要に応じて関連事業者等に対して情報提供及び必要な助言を行うこ  

ととする。薬局薬剤師にあっては当該居宅療養管理指導の指示を行  

った医師又は歯科医師に対し訪問結果について必要な情報提供を文  
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書で行うこととする。また、提供した文書等の写しがある場合は、   
記録に添付する等により保存することとする。  

なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。  

② 薬局薬剤師の策定する「薬学的管理指導計画」は、処方医から提   

供された医師・歯科医師の居宅療養管理指導における情報提供等に   

基づき、又は必要に応じ処方医と相談するとともに、他の医療関係   

職種（歯科訪問診療を実施している保険医療機関の保険医である歯   

科医師等及び訪問看護ステーションの看護師等）との間で情報を共   

宜しながら、利用者の心身の特性及び処方薬剤を踏まえ策定される   

ものであり、薬剤の管理方法、処方薬剤の副作用、相互作用等を確   
認した上、実施すべき指導の内容、利用者宅への訪問回数、訪問間   

隔等を記載する。  

策定した薬学的管理指導計画書は、薬剤服用歴の記録に添付する   

等旦左堕により保存する。  

薬学的管理指導計画は、原則として、利用者の居宅を訪問する前   
に策定する。  

訪問後、必要に応じ新たに得られた利用者の情報を踏まえ計画の   

見直しを行う。また、必要に応じ見直しを行うほか、処方薬剤の変   

なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。  

② 薬局薬剤師の策定する「薬学的管理指導計画」は処方医から提供   

された医師・歯科医師の居宅療養管理指導における情報提供等に基   

づき、又は必要に応じ処方医と相談しながら、利用者の心身の特性   

及び処方薬剤を踏まえ策定されるものであり、薬剤の管理方法、処   
方薬剤の副作用、相互作用等を確認した上、実施すべき指導の内容、   

利用者宅への訪問回数、訪問間隔等を記載する。   

策定した兵学的管理指導計画書は、薬剤服用歴の記録に添付する  

等により保存する。   

原則として・、利用者の居宅を訪問する前に策定する。  

訪問後、必要に応じ新たに得られた利用者の情報を踏まえ計画の  

見直しを行う。少な  くとも→月に一回は見直しを行うほか、処方薬  

剤の変更があった場合にも適宜見直しを行うこと。  更があった場合及び他職種から情報提供を受けた場合にも適宜見直   

しを行う。  

③ 薬局薬剤師にあっては、必要に応じて、処方医以外の医療関係職   

種に対しても、居宅療養管理指導の結果及び当該医療関係職種によ   

る当該患者に対する療養上の指導に関する留意点について情報提供   

することとする。  

皇 居宅療養管理指導費を月二回以上算定する場合（がん末期患者に   

対するものを除く。）にあっては、算定する日の間隔は六日以上と   

する。がん末期患者については、週二回かつ月八回に限り算定でき   
る。  

金 薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導費を月二回以上算定する場合   

（がん末期患者に対するものを除く。）にあっては、算定する日の   

間隔は六日以上とする。がん末期患者については、週二回かつ月八   

回に限り算定できる。医療機関の薬剤師が行う居宅療養管理指導を   

月二回算定する場合にあっては、算定する日の間隔は六日以上とす   

旦且＿  

皇 居宅療養管理指導を行った場合には、薬局薬剤師にあっては、薬   

剤服用歴の記録に、少なくとも以下のア～ツについて記載しなけれ   

ばならない。   

ア 利用者の氏名、生年月日、性別、介護保険の被保険者証の番号、  

住所、必要に応じて緊急時の連絡先等の利用者についての記録  

＆ 居宅療養管理指導を行った場合には、薬局薬剤師にあっては、薬   

剤服用歴の記録に、少なくとも以下のア～ツについて記載しなけれ   

ばならない。   

ア 利用者の氏名、生年月日、性別、介護保険の被保険者証の番号、  

住所、必要に応じて緊急時の連絡先等の利用者についての記録  
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イ 処方した医療機関名及び処方医氏名、処方目、処方内容等の処  
方についての記録   

り 調剤日、処方内容に関する照会の要点等の調剤についての記録   

工 利用者の体質、アレルギー歴、副作用歴笠の利用者についての  

情報の記録   

オ 利用者又はその家族等からの相談事項の要点   

力 服薬状況   

キ 利用者の服薬中の体調の変化  

ク 併用薬笠（一般用医薬品、医薬部外品及びいわゆる健康食晶を  
含む。）の情報   

ケ 合併症の情報   

コ 他科受診の有無   

サ 副作用が疑われる症状の有無   

シ 飲食物（現に利用者が服用している薬剤との相互作用が認めら  

れているものに限る。）の摂取状況等   

ス 服薬指導の要点   

七 訪問の実施日、訪問した薬剤師の氏名   

ソ 処方医から提供された情報の要点   

夕 訪問に際して実施した薬学的管理の内容（薬剤の保管状況、服  
薬状況、残薬の状況、投薬後の併用薬剤、投薬後の併診、副作用、   

重複過盟、相互作用等に関する確認、実施した服薬支援措置等）   

チ 処方医に対して提供した訪問結果に関する情報の要点   

ツ 処方医以外の医療関係職種との間で情報を共有している場合に   

あっては、当該医療関係職種から提供された情報の要点及び当該  

医療関係職種に提供した訪問結果に関する情報の要点  

塵 居宅療養管理指導を行った場合には、医療機関の薬剤師にあって   

は薬剤管理指導記録に、少なくとも以下のア～カについて記載しな   

ければならないこととし、最後の記入の日から最低三年間保存する   

三上＿。   

ア 利用者の氏名、生年月日、性別、住所、診療録の番号   
イ 利用者の投薬歴、副作用歴、アレルギー歴   

り 薬学的管理造導の内容（医薬品の保管状況、服薬状況、残薬の   
迭逸、重複投薬、配合禁忌等に関する確認及び実施した服薬支援   

堕置を含む。）   

エ 利用者への指導及び利用者からの相談の要点  

イ 処方した医療機関名及び処方医氏名、処方日、処方内容等の処   
方についての記録  

り 調剤日、処方内容に関する照会の要点等の調剤についての記録  

工 利用者の体質、アレルギー歴、副作用等の利用者についての情   

報の記録  

オ 利用者又はその家族等からの相談事項の要点  

力 服薬状況  

キ 利用者の服薬中の体調の変化  

ク 併用薬（一般用医薬品を含む。）の情報   

ケ 合併症の情報  

コ 他科受診の有無  

サ 副作用が疑われる症状の有無  

シ 飲食物（現に利用者が服用している薬剤との相互作用が認めら   

れているものに限る。）の摂取状況等  

ス 碍導した薬剤師の氏名  

七 訪問の実施日、訪問した薬剤師の氏名  

ソ 処方医から提供された情報の要点  

夕 訪問に際して実施した薬学的管理の内容（薬剤の保管状況、服   

薬状況、投薬彼の併用薬剤、投薬後の併診、副作用、重複企盟、   
相互作用旦確認等）  

チ 訪問に際して行った指導の要点  

ツ 処方医に対して提供した訪問結果に関する情報の要点  

塁 居宅療養管理指導を行った場合には、医療機関の薬剤師にあって   

は薬剤管理指導記録に、少なくとも以下のア～カについて記載しな   

ければならない。  

ア 利用者の氏名、生年月日、性別、住所、診療録の番号   
イ 利用者の投薬歴、副作用歴、アレルギー歴   

り 薬学的管理の内容（医薬品の保管状況、服薬状況、重複投薬、  

配合禁忌等を含む。）  

エ 利用者への指導及び利用者からの相談の要点  
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オ 訪問指導等の実施日、訪問指導を行った薬剤師の氏名   

カ その他の事項  

皇 居宅療養管理指導を算定している利用者に投薬された医薬品につ   

いて、医療機関又は薬局の薬剤師が以下の情報を知ったときは、原   
則として当該薬剤師は、速やかに当該利用者の主治医に対し、当該   

情報を文書により提供するものとする。   

ア 医薬品緊急安全性情報   

イ 医薬品等安全性情報   

塁 現に他の医療機関又は薬局の薬剤師が居宅療養管理指導を行って   

いる場合は、居宅療養管理指導費は、算定しない。  
皇 居宅におし、て痺痛緩和のために厚生労働大臣が別に定める特別な   

薬剤（以下「麻薬」という。）は、「麻薬及び向精神薬取締法（昭   

和二十八年法律第十凶号）第二条第一号に規定する麻薬」のうち、   

使用薬剤の購入価格（薬価基準）（平成十四年厚生労働省告示第八   

十七号）に収載されている医薬品であり、以降、改定がなされた際   

には、改定後の最新の薬価基準に収載されているものを意味する。  

盈 麻薬管理指導加算は、麻薬の投薬が行われている利用者に対して、   

麻薬の服用及び保管取扱い上の注意事項等に閲し必要な指導を行う   

とともに、麻共による鎮痛効果や副作用の有無の確認を行った場合   

に算定する。なお、薬局薬剤師にあっては、処方せん発行医に対し   
て必要な情報提供を行うことが必要である。  

オ 訪問指導等の実施日、訪問指導を行った薬剤師の氏名   

カ その他の事項  

塁 居宅療養管理指導を算定している利用者に投薬された医薬品につ   

いて、医療機関又は果局の薬剤師が以下の情報を知ったときは、原   
則として当該薬剤師は、速やかに当該利用者の主治医に対し、当該   
情報を文書により提供するとともに、当該主治医に相談の上、必要   

に応じ、利用者に対する薬学的管理指導を行うものとする。   

ア 医薬品緊急安全性情報   

イ 医薬品・医療機器等安全性情報  

塵 現に他の医療機関又は薬局の薬剤師が居宅療養管理指導を行って   

いる場合は、居宅療養管理指導費は、算定しない。  
皇 居宅において痔痛緩和のために厚生労働大臣が別に定める特別な   

薬剤（以下「麻薬」という。）は、「麻薬及び向精神薬取締法（昭   

和二十八年法律第十四号）第二条第一号に規定する麻薬」のうち、   

使用薬剤の購入価格（薬価基準）（平成十凶年厚生労働省告示第八   

十七号）に収載されている医薬品であり、以降、改定がなされた際   
には、改定後の最新の薬価基準に収載されているものを意味する。  

昼 席薬管理指導加算は、麻薬の投薬が行われている利用者に対して、   

定期的に、投与される麻薬の服用状況、残其の状況及び保管状況に   
ついて確認し、残薬の適切な取扱力怯も含めた保管取扱い上の注意   

事項等に関し必要な指導を行うとともに、麻薬による鎮痛効果や副   

作用の有無の確認を行った場合に算定する。なお、薬局薬剤師にあ   
っては、処方せん発行医に対して必要な情報提供を行うことが必要   

である。  

亜 麻薬管理指導加算を算定する場合にあっては、薬局薬剤師にあっ   

ては薬剤服用歴の記録に包の記載事項に加えて、少なくとも次の事   

項について記載されていなければならない。   

ア 訪問に際して実施した麻薬に係る薬学的管理造聾の内容（麻薬  

⑫ 麻薬管理指導加算を算定する場合にあっては、薬局薬剤師にあっ   

ては薬剤服用歴の記録に塵の記載事項に加えて、少なくとも次の事   

項について記載されていなければならない。   

ア 訪問に際して実施した麻薬に係る薬学的管理の内容（麻薬の保  

管管理状況、服巣状況、麻薬注射剤等の併用薬剤、痺痛緩和の状  

況、麻薬の継続又は増量投与による副作用の有無などの確認等）  

イ 訪問に際して行った患者星娃家族への指導の要点（麻薬に係る  

服薬指導、保管管理の指導等）   

ウ 処方医に対して提供した訪問結果に関する情報（麻薬の服薬状  

況、痺痛緩和及び副作用の状況、服薬指導の内容等に関する事項  

の保管管理状況、服薬状況、残薬の  況、麻薬注射剤等の併用薬   

剤、痺痛緩和の状況、麻薬の継続又は増量投与による副作用の有   
無などの確認等）  

イ 訪問に際して行った患者盈空家族への指導の要点（麻薬に係る   

服薬指導、残薬の適切な取扱方法も含めた保管管理の指導等）  

ウ 処方医に対して提供した訪問結果に関する情報（麻其の服薬状   

況、痺痛緩和及び副作用の状況、服薬指導の内容等に関する事項  
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を含む。）の要点  

工 利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項（都道  

府県知事に届け出た麻薬廃棄届の写しを薬剤服用歴の記録に添付  

することで差し支えない。）   

塾 麻薬管理指導加算を算定する場合にあっては、医療機関の薬剤師  
にあっては薬剤管理指導記録に盈の記載事項に加えて、少なくとも  

次の事項について記載されていなければならない。  

ア 麻薬に係る共学的管理の内容（麻薬の保管管理状況、服薬状況、  

痺痛緩和の状況等）  

イ 麻薬に係る利用者茎l主家族への指導・相談事項（麻薬に係る服  

薬指導、保管管理の指導等）  

り 利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項  

エ その他の麻薬に係る事項   

金 医師又は歯科医師は、薬剤師への指示事項及び実施後の薬剤師か  
らの報告による留意事項を記載する。なお、当該記載については、  

医療保険の診療録に記載することとしてもよいが、下線又は枠で囲  

う等により、他の記載と区別できるようにすることとする。また、  
薬局薬剤師による訪問結果についての必要な情報提供についての文  

書は、診療録に添付する等により保存することとする。  

（3） 管理栄養士の居宅療養管理指導について   

① 管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、居宅で療養を行  
っており、通院による療養が困難な利用者について、医師が当該利  

用者に厚生労働大臣が別に定める特別食を提供する必要性を認めた  

場合又は当該利用者が低栄養状態にあると医師が判断した場合であ  

って、当該医師の指示に基づき、管理栄養士が利用者の居宅を訪問  
し、栄養ケア計画を作成した当該計画を患者又はその家族等に対し  

て交付するとともに、当該栄養ケア計画に従った栄養管理に係る情  

報提供及び栄養食事相談又は助言を三○分以上行った場合に算定す  

る。  

なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。   

② 管理栄養士は常勤である必要はなく、要件に適合した指導が行わ  
れていれば算定できる。   

③ 当該居宅療養管理指導に係る指示を行った医師は、訪問診療の結  
果等に基づき指示した内容の要点を記載し、共同で作成した栄養ケ  

ア計画を添付する等により保存する。また、栄養ケア計画に基づき、  

を含む。）の要点  

工 利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項（都道  

府県知事に届け出た麻薬廃棄届の写しを薬剤服用歴の記録に添付  

することで差し支えない。）  

塵 麻薬管理指導加算を算定する場合にあっては、医療機関の薬剤師  

にあっては薬剤管理指導記録に塵の記載事項に加えて、少なくとも  

次の事項について記載されていなければならない。  

ア 麻薬に係る兵学的管理室邑聾の内容（麻薬の保管管理状況、服薬  

状況、残薬の状況、痺痛緩和の状況、副作用の有無の確認等）  
イ 麻薬に係る利用者盈空家族への指導・相談事項（麻薬に係る服  

薬指導、残薬の適切な取扱方法も含めた保管管理の指導等）  

ウ 利用者又は家族から返納された麻薬の廃棄に関する事項  

エ その他の麻薬に係る事項   

⑬ 医師又は歯科医師は、薬剤師への指示事項及び実施後の薬剤師か  
らの報告による留意事項を記載する。なお、当該記載については、  

医療保険の診療録に記載することとしてもよいが、下線又は枠で囲  

う等により、他の記載と区別できるようにすることとする。また、  
薬局薬剤師による訪問結果についての必要な情報提供についての文  

書早ま、診療録に添付する等により保存することとする。  

（3） 管理栄養士の居宅療養管理指導について   

① 管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、居宅で療養を行  
っており、通院による療養が困難な利用者について、医師が当該利  

用者に厚生労働大臣が別に定める特別食を提供する必要性を認めた  

場合又は当該利用者が低栄養状態にあると医師が判断した場合であ  

って、当該医師の指示に基づき、管理栄養士が利用者の居宅を訪問  
し、栄養ケア計画を作成した当該計画を患者又はその家族等に対し  

て交付するとともに、当該栄養ケア計画に従った栄養管理に係る情  

報提供及び栄養食事相談又は助言を三○分以上行った瘍合に算定す  

る。  

なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。   

② 管理栄養士は常勤である必要はなく、要件に適合した指導が行わ  
れていれば算定できる。   

③ 当該居宅療養管理指導に係る指示を行った医師は、訪問診療の結  
果等に基づき指示した内容の要点を記載し、共同で作成した栄養ケ  

ア計画を添付する等により保存する。また、栄養ケア計画に基づき、  
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実際に居宅療養管理指導を行う管理栄養士に対して指示等を行い、   
指示等の内容の要点を記載する。さらに、栄養ケア計画の見直しに   

当たっては、管理栄養士の報告をうけ、医師の訪問診療の結果等に   
基づき、指示した内容の要点を記載し、共同で作成した栄養ケア計   

画を添付する等により保存する。なお、当該記載及び添付について   
は、医療保険の診療録に記載及び添付することとしてもよいが、記   

載については、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別するこ   

ととする。  

④ 管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、以下のアからケ   
までに掲げるプロセスを経ながら実施すること。   
ア 利用者の低栄養状態のリスクを、把握すること（以下「栄養ス   

クリーニング」という。）。   

イ 栄養スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握   

すること（以下「栄養アセスメント」という。）。   
り 栄養アセスメントを踏まえ、管理栄養士は、医師、歯科医師、   
看護師、薬剤師その他の職種の者と共同して、利用者ごとに摂食   

・嚇下機能及び食形態にも配慮された栄養補給に関する事項（栄   

養補給量、補給方法等）、栄養食宰相談に関する事項（食事に関   
する内容、利用者又は家族が主体的に取り組むことができる具体   
的な内容及び相談の実施方法等）、解決すべき事項に対し関連職   
種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成   

すること。また、作成した栄養ケア計画については、居宅療養管   
理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得  

ること。   

ェ 栄養ケア計画に基づき、利用者に栄養管理に係る必要な情報提   

供及び栄養食事相談又は助言を実施するとともに、栄養ケア計画  
に実施上の問題（栄養補給方法の変更の必要性、関連職種が共同  
して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該  

計画を修正すること。   

オ 他のサービス等において食生活に関する配慮等が必要な場合に  

は、当該利用者に係る居宅療養管理指導の指示を行った医師を通  

じ、介護支援専門員に対して情報提供を行うこと。   
カ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状   

況を検討し、栄養状態のモニタリングを行い、当該居宅療養管理   
指導に係る指示を行った医師に対する報告を行うこと。なお、低  

実際に居宅療養管理指導を行う管理栄養士に対して指示等を行い、   

指示等の内容の要点を記載する。さらに、栄養ケア計画の見直しに   
当たっては、管理栄養士の報告をうけ、医師の訪問診療の結果等に   

基づき、指示した内容の要点を記載し、共同で作成した栄養ケア計   
画を添付する等により保存する。なお、当該記載及び添付について   

は、医療保険の診療録に記載及び添付することとしてもよいが、記   
載については、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別するこ   

ととする。  

④ 管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、以下のアからケ   

までに掲げるプロセスを経ながら実施すること。   

ア 利用者の低栄養状態のリスクを、把握すること（以下「栄養ス   

クリーニング」という。）。   

イ 栄養スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握  

すること（以下「栄養アセスメント」という。）。   

り 栄養アセスメントを踏まえ、管理栄養士は、医師、歯科医師、  

看護師、薬剤師その他の職種の者と共同して、利用者ごとに摂食   
・柿下機能及び食形態にも配慮された栄養補給に関する事項（栄  

養補給量、補給方法等）、栄養食事相談に関する事項（食事に関  

する内容、利用者又は家族が主体的に取り組むことができる具体  

的な内容及び相談の実施方法等）、解決すべき事項に対し関連職  

種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成  

すること。また、作成した栄養ケア計画については、居宅療養管  

理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得  

ること。   

エ 栄養ケア計画に基づき、利用者に栄養管理に係る必要な情報提  
供及び栄養食宰相談又は助言を実施するとともに、栄養ケア計画  

に実施上の問題（栄養補給方法の変更の必要性、関連職種が共同  

して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該  
計画を修正すること。   

オ 他のサービス等において食生活に関する配慮等が必要な場合に  

は、当該利用者に係る居宅療養管理指導の指示を行った医師を通  

じ、介護支援専門員に対して情報提供を行うこと。   

カ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状  
況を検討し、栄養状態のモニタリングを行い、当該居宅療養管理  

指導に係る指示を行った医師に対する報告を行うこと。なお、低  
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栄養状態のモニタリングにおいては、体重を測定するなど、BM  

Iや体重減少率等から利用者の栄養状態の把握を行うこと。  

キ 利用者について、概ね三月を目途として、低栄養状態のリスク  

について、栄養スクリーニングを実施し、医師の指示のもとに関  

連職種と共同して当該計画の見直しを行うこと。   

ク 管理栄養士は、利用者ごとに栄養ケアの提供内容の要点を記録  

する。なお、交付した栄養ケア計画は栄養ケア提供記録に添付す  

る等により保存すること。  

ケ 指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準第91条  
において準用する第19条に規定するサービスの提供の記録にお  

いて利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の状態  

を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に管理栄養士の居宅  

療養管理指導費の算定のために利用者の状態を定期的に記録する  

必要はないものとすること。  

⑤ 心臓疾患等の患者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の患者に対する潰   

瘍食、侵襲の大きな消化管手術後の患者に対する潰瘍食、クローン病   
及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している患者に対する低   

残埴食並びに高度肥満症（肥満度が＋四○％以上又はBMIが三○以   

上）の患者に対する治療食を含む。なお、高血圧の患者に対する減塩  

栄養状態のモニタリングにおいては、利用者個々の身体状況等を  

勘案し必要に応じて体重を測定するなど、BMIや体重減少率等  

から利用者の栄養状態の把握を行うこと。  

キ 利用者について、概ね三月を目途として、低栄養状態のリスク  

について、栄養スクリーニングを実施し、医師の指示のもとに関  

連職種と共同して当該計画の見直しを行うこと。   

ク 管理栄養士は、利用者ごとに栄養ケアの提供内容の要点を記録  
する。なお、交付した栄養ケア計画は栄養ケア提供記録に添付す  
る等により保存すること。  

ケ 指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準第91条  

において準用する第19条に規定するサービスの提供の記録にお  

いて利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の状態  

を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に管理栄養士の居宅  

療養管理指導費の算定のために利用者の状態を定期的に記録する  

必要はないものとすること。  

⑤ 心臓疾患等の患者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の患者に対する潰   

瘍食、侵襲の大きな消化管手術後の患者に対する潰瘍食、クローン病   
及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している患者に対する低   

残漆食並びに高度肥満症（肥満度が＋四○％以上又はBMIが三○以   
上）の患者に対する治療食を含む。なお、高血圧の患者に対する減塩   
食（食塩相当量の総量が六・○グラム未満のものに限る。）及び嚇下   食（食塩相当量の総量が七・○グラム以下のも  のに限る。）及び嘩下   

困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、   

短期入所生活介護費、短期入所療養介護費、介護福祉施設サービス、   

介護保健施設サービス、介護療養施設サービス及び地域密着型介護福   

祉施設サービスの療養食加算の場合と異なり、居宅療養管理指導の対   

象となる特別食に含まれる。  
（4） 歯科衛生士等の居宅療養管理指導について  

困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、   

短期入所生活介護費、短期入所療養介護費、介護福祉施設サービス、   
介護保健施設サービス、介護療養施設サービス及び地域密着型介護福   

祉施設サービスの療養食加算の場合と異なり、居宅療養管理指導の対   

象となる特別食に含まれる。  

（4） 歯科衛生士等の居宅療養管理指導について   

① 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、訪問歯科診療  
を行った利用者又はその家族等に対して、当該訪問診療を行った歯  

科医師め指示に基づき、当該医療機関に勤務（常勤又は非常勤）す  

る歯科衛生士等が、利用者の居宅を訪問して、利用者又はその家族  
の同意及び訪問診療の結果等に基づき作成した管理指導計画を利用  

者又はその家族等に対して交付するとともに、当該管理指導計画に  

従った療養上必要な実地指導を一人の利用者に対して歯科衛生士等  

が一対一で二○分以上行った場合について算定し、実地指導が単な  

① 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、訪問歯科診療   

を行った利用者又はその家族等に対して、当該訪問診療を行った歯   

科医師の指示に基づき、当該医療機関に勤務（常勤又は非常勤）す   

る歯科衛生士等が、利用者の居宅を訪問して、利用者又はその家族   

の同意及び訪問診療の結果等に基づき作成した管理指導計画を利用   

者又はその家族等に対して交付するとともに、当該管理指導計画に   

従った療養上必要な実地指導を一人の利用者に対して歯科衛生士等   

が一対一で二○分以上行った場合について算定し、実地指導が単な  
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る日常的な口腔清掃等であるなど療養上必要な指導に該当しないと   

判断される場合は算定できない。  

なお、請求明細書の摘要欄に当該居宅療養管理指導に係る指示を   

行った歯科医師が訪問診療を行った日と歯科衛生士等の訪問日を記   

入することとする。  

② 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導は、指示を行った歯科医師   

の訪問診療の目から起算して三月以内に行われた場合に算定する。  

③ 歯科衛生士等が居宅療養管理指導を行った時間とは、実際に指導   

を行った時間をいうものであり、指導のための準備や利用者の移動   

に要した時間等は含まない。  

④ 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、医療機関に勤   

務する歯科衛生士等が、当該医療機関の歯科医師からの直接の指示、   

管理指導計画に係る助言等（以下「指示等」という。）を受け、居   

宅に訪問して実施した場合に算定する。なお、終了後は、指示等を   

行った歯科医師に直接報告するものとする。  

⑤ 歯科衛生士等は実地指導に係る記録を作成し、交付した管理指導   

計画を当該記録に添付する等により保存するとともに、指導の対象   

となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問日、指導の開始及   
び終了時刻、指導の要点、解決すべき課題の改善等に関する要点、   
歯科医師からの指示等、歯科医師の訪問診療に同行した場合には当   

該歯科医師の診療開始及び終了時刻及び担当者の署名を明記し、指   

示等を行った歯科医師に報告する。  

⑥ 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、以下のアから   

キまでに掲げるプロセスを経ながら実施すること。   

ア 利用者の口腔機能（口腔衛生、摂食・礁下機能等）のリスクを、  

把握すること（以下「口腔機能スクリーニング」という。）。   

イ 口腔機能スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を  
把握すること（以下「口腔機能アセスメント」という。）。   

ウ 口腔機能アセスメントを踏まえ、歯科医師、歯科衛生士その他  

の職種の者が共同して、利用者ごとに口腔衛生に関する事項（口  

腔内の清掃、有床義歯の清掃等）、摂食・喋下機能に関する事項   
（摂食・喋下機能の維持・向上に必要な実地指導、歯科保健のた  

めの食生活指導等）、解決すべき課題に対し関連職種が共同して  

取り組むべき事項等を記載し、利用者の疾病の状況及び療養上必  

要な実地指導内容や訪問頻度等の具体的な計画を含めた管理指導  

る日常的な口腔清掃等であるなど療養上必要な指導に該当しないと   

判断される場合は算定できない。  

なお、請求明細書の摘要欄に当該居宅療養管理指導に係る指示を   

行った歯科医師が訪問診療を行った日と歯科衛生士等の訪問日を記   

入することとする。  

② 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導は、指示を行った歯科医師  
／わ訪問診療の日から起算して三月以内に行われた場合に算定する。  

③ 歯科衛生士等が居宅療養管理指導を行った時間とは、実際に指導   

を行った時間をいうものであり、指導のための準備や利用者の移動   

に要した時間等は含まない。  

④ 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、医療機関に勤   

務する歯科衛生士等が、当該医療機関の歯科医師からの直接の指示、   

管理指導計画に係る助言等（以下「指示等」という。）を受け、居   

宅に訪問して実施した場合に算定する。なお、終了後は、指示等を   

行った歯科医師に直接報告するものとする。  

⑤ 歯科衛生士等は実地指導に係る記録を作成し、交付した管理指導   

計画を当該記録に添付する等により保存するとともに、指導の対象   

となった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問日、指導の開始及   
び終了時刻、指導の要点、解決すべき課題の改善等に関する要点、   
歯科医師からの指示等、歯科医師の訪問診療に同行した場合には当   

該歯科医師の診療開始及び終了時刻及び担当者の署名を明記し、指   

示等を行った歯科医師に報告する。  

⑥ 歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、以下のアから   

キまでに掲げるプロセスを経ながら実施すること。   

ア 利用者の口腔機能（口腔衛生、摂食・嘩下機能等）のリスクを、  

把握すること（以下「口腔機能スクリーニング」という。）。   

イ 口腔機能スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を  
把握すること（以下「口腔機能アセスメント」という。）。   

タ ロ腔機能アセスメントを踏まえ、歯科医師、歯科衛生士その他  

の職種の者が共同して、利用者ごとに口腔衛生に関する事項（口  

腔内の清掃、有床義歯の清掃等）、摂食・礁下機能に関する事項  
（摂食・嚇下機能の維持・向上に必要な実地指導、歯科保健のた  

めの食生活指導等）、解決すべき課題に対し関連職種が共同して  

取り組むべき事項等を記載し、利用者の疾病の状況及び療養上必  

要な実地指導内容や訪問頻度等の具体的な計画を含めた管理指導  
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計画を作成すること。また、作成した管理指導計画については、  
居宅療養管理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、そ  

の同意を得ること。   

エ 管理指導計画に基づき、利用者に療養上必要な実地指導を実施   

するとともに、管理指導計画に実施上の問題（口腔清掃方法の変   

更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必  

要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。   

オ 利用者の口腔機能に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状  
況を検討し、口腔機能のモニタリングを行い、・当該居宅療養管理  

指導に係る指示を行った歯科医師に対する報告を行うこと。なお、  

口腔機能のモニタリングにおいては、口腔衛生の評価、反復唾液  
礁下テスト等から利用者の口腔機能の把握を行うこと。   

カ 利用者について、概ね三月を目途として、口腔機能のリスクに   

ついて、口腔機能スクリーニングを実施し、当該居宅療養管理指   
導に係る指示を行った歯科医師に報告し、歯科医師による指示に   

基づき、必要に応じて管理指導計画の見直しを行うこと。なお、  

管理指導計画の見直しに当たっては、歯科医師その他の職種と共  

同して行うこと。   

キ 指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準第91条   

において準用する第土韮条に規定するサービスの提供の記録にお  

いて利用者ごとの管理指導計画に従い歯科衛生士等が利用者の状  

態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に歯科衛生士等の   

居宅療養管理指導費の算定のために利用者の状態を定期的に記録  

する必要はないものとすること。  

⑦ 当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、訪問診療   

の結果等に基づき指示した内容の要点を記載し、共同で作成した管   

理指導計画を添付する等により保存する。また、管理指導計画に基   
づき、実際に実地指導を行う歯科衛生士等に対して指示等を行い、   

指示等の内容の要点を記載する。さらに、管理指導計画の見直しに   
当たっては、歯科衛生士等の報告をうけ、歯科医師の訪問診療の結   
果等に基づき、指示した内容（療養上必要な実地指導の継続の必要   

性等）の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する等   

により保存する。なお、当該記載及び添付については、医療保険の   
診療録に記載及び添付することとしてもよいが、記載については、   

下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別することとする。  

計画を作成すること。また、作成した管理指導計画については、  
居宅療養管理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、そ  

の同意を得ること。   

エ 管理指導計画に基づき、利用者に療養上必要な実地指導を実施  

するとともに、管理指導計画に実施上の問題（口腔清掃方法の変  

更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必  

要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。   

オ 利用者の口腔機能に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状  
況を検討し、口腔機能のモニタリングを行い、当該居宅療養管理  

指導に係る指示を行った歯科医師に対する報告を行うこと。なお、  

口腔機能のモニタリングにおいては、口腔衛生の評価、反復唾液  

嚇下テスト等から利用者の口腔機能の把握を行うこと。   

カ 利用者について、概ね三月を目途として、口腔機能のリスクに  
ついて、口腔機能スクリーニングを実施し、当該居宅療養管理指  

導に係る指示を行った歯科医師に報告し、歯科医師による指示に  

基づき、必要に応じて管理指導計画の見直しを行うこと。なお、  

管理指導計画の見直しに当たっては、歯科医師その他の職種と共  

同して行うこと。   

キ 指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準第91条  

において準用する第裏し条に規定するサービスの提供の記録にお  

いて利用者ごとの管理指導計画に従い歯科衛生士等が利用者の状  

態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に歯科衛生士等の   

居宅療養管理指導費の算定ぁために利用者の状態を定期的に記録  

する必要はないものとすること。  

⑦ 当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師は、訪問診療   

の結果等に基づき指示した内容の要点を記載し、共同で作成した管   

理指導計画を添付する等により保存する。また、管理指導計画に基   
づき、実際に実地指導を行う歯科衛生士等に対して指示等を行い、   

指示等の内容の要点を記載する。さらに、管理指導計画の見直しに   
当たっては、歯科衛生士等の報告をうけ、歯科医師の訪問診療の結   

果等に基づき、指示した内容（療養上必要な実地指導の継続の必要   

性等）の要点を記載し、共同で作成した管理指導計画を添付する等   

により保存する。なお、当該記載及び添付については、医療保険の   
診療録に記載及び添付することとしてもよいが、記載については、   

下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別することとする。  
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⑧ 利用者の口腔機能の状態によっては、医療における対応が必要で   

ある場合も想定されることから、その疑いがある場合は、利用者又   

は家族等の同意を得て、指示を行った歯科医師、歯科医師を通した   

指定居宅介護支援事業者等への情報提供等の適切な措置を講じる   

こととする。   

⑧ 利用者の口腔機能の状態によっては、医療における対応が必要で  

ある場合も想定されることから、その疑いがある場合は、利用者又  
は家族等の同意を得て、指示を行った歯科医師、歯科医師を通した  

指定居宅介護支援事業者等への情報提供等の適切な措置を講じる  

こととする。  

（5） 看護職員が行う居宅療養管理指導について  

① 看護職員による居宅療養管理指導については、要介護認定等の際  
に主治医から提出される「主治医意見書」中「4．生活機能とサー  

ビスに関する意見（5）医学的管理の必要性」の「看護職員の訪問に  

よる相談・支援」の項にチェックのある者又は看護職員の訪問によ  

る相談支援の必要がある旨の記載がある者のうち、サービス担当者  

会議において必要性が認められ、本人又はその家族等の同意が得ら  

れた者に対して、看護職員が訪問を行った上で、必要に応じて電話  

相談を行った場合について算定する。  

② 新規認定、更新認定又は要介護認定区分の変更の際に作成された  
居宅サービス計画に基づくサービスの開始から二月以内に行われた  

場合に算定するものとする。  

③ 看護職員は実施した療養上の相談及び支援に係る記録を作成し、  

保存するとともに、相談等の対象となった利用者ごとに利用者氏名、  

訪問先、訪問日、指導の要点、解決すべき課題等に関する要点を明  

記し、医師、介護支援専門員等に対して情報提供を行うこととする。  
上姐 その他  

居宅療養管理指導に要した交通費は実費を利用者から徴収してもよい  

ものとする。  

7 通所介護費  

（1） 所要時間による区分の取扱い  

、    所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、通所介  
護計画に位置づけられた内容の適所介護を行うための標準的な時間に  
よることとされたところであり 、単に、当日のサービス進行状況や利  

用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事  

業所にいる場合は、通所介護のサービスが提供されているとは認めら  

れないものであること。したがって、この場合は当初計画に位置づけ  
られた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（こ  

のような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サービスについては、  

利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。また、ここでい  

j立 その他  
居宅療養管理指導に要した交通費は実費を利用者から徴収してもよい  

ものとする。  

7 適所介護費  
（1） 所要時間による区分の取扱い  

所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、適所介  

護計画に位置づけられた内容の適所介護を行うための標準的な時間に  
よることとされたところであり、単に、当日のサービス進行状況や利  

用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事  

業所にいる場合は、適所介護のサー ビスが提供されているとは認めら  

れないものであること。したがって、この場合は当初計画に位置づけ  
られた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（こ  

のような家族等の出迎え等までの問の「預かり」サービスについては、  

利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。また、ここでい  
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う通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれな  

いものであること。   

これに対して、適所介護計画上、六時間以上八時間未満の通所介護  
を行っていたが、当日の利用者の心身の状況から、五時間の通所介護  

を行った場合には、六時間以上八時間未満の通所介護の単位数を算定  

できる。   

なお、同一の日の異なる時間帯に二以上の単位（指定居宅サービス  

基準第九十三条に規定する指定通所介護の単位をいう。以下同じ。）  

を行う事業所においては、利用者が同一の日に複数の指定通所介護の  

単位を利用する場合には、それぞれの通所介護の単位について所定単  

位数が算定されること。  

う通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれな  

いものであること。  

これに対して、通所介護計画上、六時間以上八時間未満の通所介護  
を行っていたが、当日の利用者の心身の状況から、五時間の通所介護   

を行った場合には、六時間以上八時間未満の通所介護の単位数を算定  

できる。  

なお、同一の日の異なる時間帯に二以上の単位（指定居宅サービス   

等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第   

三十七号。以下「指定居宅サービス基準」という。）第九十三条に規   
定する指定適所介護の単位をいう。以下同じ。）を行う事業所におい   

ては、利用者が同一の日に複数の指定通所介護の単位を利用する場合  

には、それぞれの通所介護の単位について所定単位数が算定されるこ  

と。  

（2） 二時間以上三時間未満の適所介護を行う場合の取扱い  

二時間以上三時間未満の通所介護の単位数を算定できる利用者は、   

心身の状況から、長時間のサービス利用が困難である者、病後等で短  

時間の利用から始めて長時間利用に結びつけていく必要がある者な  

ど、利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利用が困難  

な者（二十三号告示第九号）であること。なお、二時間以上三時間未   

満の通所介護であっても、通所介護の本来の目的に照らし、単に入浴  
サービスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能   

力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が実施されるべき  

ものであること。  

（3） 六時間以上八時間未満の適所介護の前後に連続して延長サービスを   

行った場合の加算の取扱い  

延長加算は、所要時間六時間以上八時間未満の通所介護の前後に連   

続して日常生活上の世話を行う場合について、二時間を限度として算   

定されるものであり、例えば、   

① 八時間の適所介護の後に連続して二時間の延長サービスを行った  

場合   

② 八時間の通所介護の前に連続して一時間、後に連続して一時間、  
合計二時間の延長サービスを行った場合には、二時間分の延長サー  

ビスとして一00単位が算定される。  

また、当該加算は通所介護と延長サービスを通算した時間が八時  

間以上の部分について算定されるものであるため、例えば、  

（2） 二時間以上三時間未満の通所介護を行う場合の取扱い  

二時間以上三時間未満の通所介護の単位数を算定できる利用者は、   

心身の状況から、長時間のサービス利用が困難である者、病後等で短   
時間の利用から始めて長時間利用に結びつけていく必要がある者な  

ど、利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利用が困難   

な者（二十三号告示第九号）であること。なお、二時間以上三時間未   

満の通所介護であっても、通所介護の本来の目的に照らし、単に入浴  
サービスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能   

力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が実施されるべき  

ものであること。  

（3） 六時間以上八時間未満の通所介護の前後に連続して延長サービスを   

行った場合の加算の取扱い  

延長加算は、所要時間六時間以上八時間未満の適所介護の前後に連   

続して日常生活上の世話を行う場合について、二時間を限度として算   

定されるものであり、例えば、   

（∋ 八時間の通所介護の後に連続して二時間の延長サービスを行った  

場合   

② 八時間の通所介護の前に連続して一時間、後に連続して一時間、  
合計二時間の延長サービスを行った場合には、二時間分の延長サー  

ビスとして－00単位が算定される。  

また、当該加算は通所介護と延長サービスを通算した時間が八時  

間以上の部分について算定されるものであるため、例えば、  
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